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●⽤語の解説について 

本⽂中「*」を添付した⽤語については、巻末の「⽤語の解説」に説明を記載しています。 

 

●アンケート調査について 

アンケート調査は、市⺠の皆様の⽔道への意識・満⾜度、⽔使⽤状況、主要施策のニー

ズ等を的確に把握し、今後の⽔道事業運営の基礎資料とすることを⽬的として実施しまし

た。 

調査期間は、平成２８年７⽉２８⽇（⽊）から平成２８年８⽉１９⽇（⾦）までとし、

⽔道を利⽤している⼀般世帯から無作為に抽出した１,０００世帯にアンケート⽤紙を配布

し、無記名にて回答していただきました。 

アンケートの回収率は４９％でした。 

なお、各質問に対する回答の集計結果は、無効回答を除いたものとしています。 
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佐伯

分県南

に、財

んでき

災害へ

による

⽔道事

この

とその

道ビジ

事業者

の具体

また

り巻

を⼤き

本市

けて、

この

厳しさ

れるな

これ

対策の

めの具

定する

 

１章 佐

背景及び目

伯市は、歴史

南の産業・経

財政的には⾮

きました。⽔

への対応等取

る給⽔⼈⼝*

事業運営は厳

のような中で

の課題に対処

ジョン」を策

者ごとに現状

体的な⾏動を

た、同省では

く状況が⼤き

きな柱とした

市においては

、それを実現

のビジョンに

さを増し、ま

など、⽔道事

れらの状況の

の進捗状況や

具体的⽅策を

るものです。

佐伯市水道

目的 

史ある城下町

経済の中核地

⾮常に厳しい

⽔道事業*に

取り組むべき

*、料⾦収⼊の

厳しさが増し

で厚⽣労働省

処するための

策定（平成２

状分析及び将

を⽰すための

は、⼈⼝減少

きく変化した

た「新⽔道ビ

は、平成２

現するための

に基づき、⽬

また、東⽇本

事業を取り巻

の変化に対応

や効果につい

を⽰す「佐伯

。 

道事業ビ

町であると共

地でもありま

い状況にあり

においても、

き課題が⼭積

の減少に伴い

していくと考

省は、平成

の具体的な施

２０年７⽉に

将来⾒通しを

の「地域⽔道

少社会の到来

たことを受け

ビジョン*」

０年３⽉に、

の具体的な施

⽬標を達成す

本⼤震災、熊

巻く状況は変

応し、安全で

いて評価した

伯市⽔道事業
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ビジョン

共に、海、⼭

ます。しかし

り、そのため

⽔道⽔の安全

積している⼀

い、財政状況

考えられます

１６年６⽉に

施策及びその

に改定）して

を⾏って課題

道ビジョン作

来や平成２３

けて、平成２

を公表して

、⽔道⽔の安

施策を⽰す「

すべく事業経

熊本地震等の

変化していま

で強靭な⽔道

た上で、新た

業ビジョン」

佐伯市水道

ンの策定に

⼭、川の豊か

し、多くの地

め組織改⾰や

全性保持、⽼

⼀⽅で、少⼦

況は今後も悪

す。 

に今後の⽔道

の⽅策、⼯程

います。さら

題を明確にし

作成の⼿引き

３年の東⽇本

２５年３⽉に

います。 

安全で安定的

佐伯市⽔道

経営に努めて

の経験から危

ます。 

道を持続する

たな⽬標を設

（以下、「本

道事業ビジョン

にあたっ

かな⾃然と⾷

地⽅⾃治体が

や経費削減に

⽼朽化施設の

⼦⾼齢化、地

悪化していく

道に関する重

程等を包括的

らに平成１７

し、その課題

き」を公表し

本⼤震災の経

に「安全」、

的な供給と経

ビジョン」を

きましたが、

危機管理対策

るため、これ

設定しその⽬

本ビジョン」

ンの策定にあた

って 

⾷に恵まれた

がそうである

に積極的に取

の更新、地震

地⽅経済の停

ことが想定

重点的な政策

的に明⽰する

７年１０⽉に

題に対処する

しました。 

経験など⽔道

「強靭」、「持

経営の健全化

を策定しまし

、財政状況は

策の強化が求

れまで⾏って

⽬標を実現す

とします。）

たって 

た、⼤

るよう

取り組

震等の

停滞等

され、

策課題

る「⽔

には、

るため

道を取

持続」

化に向

した。 

は年々

求めら

てきた

するた

を策
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本

の課題

す。 

本

伯市総

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 

３．
 

本

優先

８年度

 
 

計画の位置

ビジョンは、

題を把握し、

ビジョンは、

総合計画*」

計画期間 

ビジョンにお

して取組むべ

度までとしま

置付け 

、市⺠の皆様

、将来の⾒通

、厚⽣労働省

を上位計画

おいては、今

べき具体的な

ます。 

様に安全で良

通しを予測し

省の「新⽔道

画とし、関連

図－１

今世紀半ば（

な事業計画を
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良質な⽔道⽔

した上で今後

道ビジョン

連する計画内

本ビジョン

（概ね３０年

を策定するも

佐伯市水道

⽔を安定的に

後の取り組む

（平成２５年

内容との整合

 

ンの位置付け

年〜４０年後）

ものとし、計

道事業ビジョン

にお届けする

むべき施策を

年３⽉）」、本

合を図りつつ

）の将来像を

計画期間は１

ンの策定にあた

るため、⽔道

を⽴案するも

本市の「第 1

つ策定してい

を⾒据えた上

１０年後の平

たって 

道事業

もので

次佐

ます。 

上で、

平成３
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（１） 

佐伯

計画⼀

給⽔量

た。 

平成

の⽔道

現在に

現在

ってお

 

名

創

第 1

旧海

第 2

第 3

第 4
第

（変
第 5

第
（変

第 6
第

（変
第

（2 次
第

（3 次
創

(市町村合

第
（4 次

第 7
第

（2 次
第

（3 次

 

２章 水

水道事業の

佐伯市⽔道

伯市⽔道事業

⼀⽇最⼤給⽔

量の増加、給

成１７年３⽉

道事業が継承

に⾄っていま

在は、計画給

おり、市⺠の

名 称 

創 設 

1 期拡張 

海軍施設 

2 期拡張 

3 期拡張 

4 期拡張 
第 4 期 
変更） 
5 期拡張 
第 5 期 
変更） 
6 期拡張 
第 6 期 
変更） 

第 6 期 
次変更） 

第 6 期 
次変更） 

創 設 
合併による) 

第 6 期 
次変更） 

7 期拡張 
第 7 期 
次変更） 

第 7 期 
次変更） 

水道事業の

の沿革 

事業 

業は、旧佐伯

⽔量*２，５４

給⽔区域*の

⽉の新市への

承されたのち

ます。 

給⽔⼈⼝５３

の皆様に安⼼

認可(届出) 
年⽉⽇ 

S7.7.21 

S28.6.12 

S37.7.26 

S38.12.28 

S44.3.31 

S46.3.10 

S48.3.31 

S50.3.17 

S52.7.14 

S56.10.19 

S59.3.28 

H4.3.31 

H12.5.12 

H17.3.3 

H20.3.24 

H21.3.31 

H22.3.30 

H26.3.28 

の概要

伯市の⽔道事

４０m3／⽇

の拡張等に対

の移⾏（市町

ち、旧弥⽣町

３，４００⼈

⼼・安全な⽔

表－１ 佐

認可番号 

 

 

 

552 

255 

175 

272 

228 

446 

553 

1459 

1201 
指令⽣衛
第 181 号
指令環保

第 101 号の 12

指令環保 
第 152 号の 7

指令環保
第 1502 号の 1

指令環保
第 1414 号の 2
厚⽣労働省発健
0328 第 19 号

 

3 

事業として昭

で認可を得て

対応するため

町村合併）に

町の⽔道事業

⼈、⼀⽇最⼤

⽔を安定的に

佐伯市⽔道事

⽬標年度 

－ 

S48 

－ 

S52 

S52 

S55 

S55 

S60 

S60 

S65 

S65 

H12 

H22 

H22 

H22 

認可値 

H30 

H30 

H30 

昭和７年に計

て創設され、

、７期にわた

に伴い、新市

業やいくつか

⼤給⽔量２９

に提供してい

事業の沿⾰

給⽔⼈⼝ 
（⼈） 

20,000 

30,000 

30,000 

43,000 

43,000 

47,000 

47,000 

55,000 

55,000 

55,000 

55,000 

51,000 

51,000 

51,000 

44,380 

51,000 

55,900 

54,900 

53,400 

第２章 

画給⽔⼈⼝

、市勢の発展

たる拡張事業

市によりいっ

かの簡易⽔道

９，２００m

います。 

計 画 
⼀⼈⼀⽇ 

最⼤給⽔量 
（L/⼈/⽇）

127 

275 

323 

335 

335 

610 

610 

610 

610 

660 

660 

690 

690 

690 

590 

690 

576 

561 

547 

章 水道事業の

２０，０００

展に伴い給⽔

業が実施され

ったん旧５町

道事業*が統合

m3／⽇で給⽔

 

⼀⽇最
給⽔量

（m3/⽇

2,54

8,25

9,69

14,40

14,40

28,60

28,60

33,55

33,55

36,30

36,30

35,20

35,20

35,20

26,20

35,20

32,20

30,80

29,20

の概要 

０⼈、

⽔⼈⼝、

れまし

町３村

合され、

⽔を⾏

最⼤ 
量 
⽇）

0 

0 

0 

00 

00 

00 

00 

50 

50 

00 

00 

00 

00 

00 

00 

00 

00 

00 

00 



 

簡

飲料

（２） 

簡易

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

鶴
鶴
鶴
鶴
⽶
⽶
蒲
蒲
蒲
蒲
蒲
蒲
蒲
蒲
蒲
蒲

佐

本
本

⽶

鶴

簡易⽔道

簡易給⽔施設

料⽔供給施設

事 業 名

専⽤⽔道

簡易⽔道事

易⽔道事業及

上浦浅海井簡易⽔
宇⽬⼩野市簡易⽔
宇⽬上津⼩野簡易
宇⽬⽥原簡易⽔道
宇⽬東部簡易⽔道
直川中央簡易⽔道
直川川原⽊簡易⽔
鶴⾒中央簡易⽔道
鶴⾒中越浦簡易⽔
鶴⾒梶寄浦簡易⽔
鶴⾒⼤島丹賀浦簡
⽶⽔津浦代⼩浦⽵
⽶⽔津⾊利宮野浦
蒲江簡易⽔道
蒲江畑野浦簡易⽔
蒲江丸市尾簡易⽔
蒲江森崎簡易⽔道
蒲江楠本簡易⽔道
蒲江猪串簡易⽔道
蒲江尾浦簡易⽔道
蒲江葛原簡易⽔道
蒲江波当津簡易⽔
蒲江下⼊津簡易⽔

宇藤⽊専⽤⽔道
川中専⽤⽔道
医療法⼈慈恵会 

佐伯⼤越飲料⽔供
上浦⼤浜飲料⽔供
本匠⾍⽉飲料⽔供
本匠上津川飲料⽔
宇⽬⽊浦飲料⽔供
⽶⽔津間越飲料⽔

直川内⽔簡易給⽔
鶴⾒下梶寄簡易給

名

業ほか 

及びその他の

表

⽔道
⽔道
易⽔道
道
道
道
⽔道
道
⽔道
⽔道
簡易⽔道
⽵野浦簡易⽔道
浦簡易⽔道

⽔道
⽔道
道
道
道
道
道
⽔道
⽔道
23事業

⻄⽥病院
3事業

供給施設
供給施設
供給施設
⽔供給施設
供給施設
⽔供給施設

6事業
⽔施設
給⽔施設

2事業

名  称

の⽔道施設は

表－２ 簡易

4 

H17
H17
H17
H17
H33
H24
H17
H17
H21
H17
H35
H24
H17
H24
H17
H23
H20
H17
H26
H17
H25
H25
H27

⽬標年

は、表－２に

易⽔道事業ほ

(⼈)
7 2,
7 1,
7
7
3 1,
4 1,
7
7 3,
1
7
5
4 1,
7 1,
4 2,
7 1,
3
0
7
6
7
5
5
7 1,

24,

1,

給⽔⼈⼝年度

に⽰すとおり

ほかの事業概

第２章 

計  
⼀⼈⼀⽇

給⽔量
(L/⼈/

600  
050  
160  
360  5
595  
954  
916  3
600  
240  
450  
186  
140  
480  5
846  5
700  
550  
670  
680  2
421  4
470  
193  
175  4
433  
869  
260  
93  

830  
183  
69  
80  
60  
92  
86  
75  

462  
48  
34  
82  

⼝

りです。 

概要 

章 水道事業の

画
⽇最⼤ ⼀⽇最
量 給⽔
⽇) (m3/
462  1
333  
250  

55.6  
361  
435  

22.1  
625  2
625  
267  
425  
535  

06.8  
77.7  1
347  
491  
430  

64.7  
13.3  
364  
368  

97.1  
384  
462  11
181  
300  
125  
151  1
468  
188  
200  
250  
442  
667  
369  1
250  
250  
250  

の概要 

最⼤
⽔量
/⽇)
1,200  

350  
40  

200  
575  
850  
295  

2,250  
150  
120  
79  

610  
750  

1,644  
590  
270  
288  
180  
174  
171  
71  
87  

550  
1,494  

47  
27.9  
104  

178.9  
32.3  

15  
12  
23  
38  
50  

170.3  
12.0  
8.5  

20.5  
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第２章 水水道事業の概概要 
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（１） 

佐伯

られま

旧佐

れます

上岡

によ

⽔池*

堅⽥

によ

⻘⼭

送⽔

旧上

除マン

⽔し各

旧弥

庭に給

め、岩

上切畑

ってい

旧本

び河川

原⽔⽔

過、塩

ったの

に給⽔

 

 

水道施設の

佐伯市⽔道

伯市⽔道事業

ます。 

佐伯市の⽔道

す。 

岡浄⽔場系に

り取⽔し上岡

*へ送⽔し各

⽥浄⽔場系に

り取⽔、塩素

⼭浄⽔場系に

し各家庭に給

上浦町につい

ンガン*、緩

各家庭に給⽔

弥⽣町につい

給⽔していま

岩ノ下第１⽔

畑⽔源では

います。 

本匠村につ

川⽔（表流⽔

⽔質に応じて

塩素消毒等

のち、配⽔池

⽔しています

の概要 

事業 

業の⽔道施設

道施設につい

については、

岡浄⽔場へ導

各家庭に給⽔

については、

素消毒を⾏っ

については、

給⽔していま

いては、地下

緩速ろ過*等の

⽔しています

いては、地下

ます。⽔源の

⽔源では膜ろ

は紫外線処理

いては、地

⽔）を⽔源

て前処理*、

の必要な処

池へ送⽔し

す。 

設は、旧佐伯

いては、上岡

番匠川下流

導⽔していま

⽔しています

、堅⽥川下流

ったのち、配

、１つの地下

ます。 

下⽔及び河川

の浄⽔処理プ

す。 

下⽔を⽔源と

の⽔質は⽐較

ろ過*を、

理*を⾏

下⽔及

とし、

緩速ろ

理を⾏

各家庭

 

6 

伯市、旧上浦

岡浄⽔場系、

流に位置する

ます。それか

す。 

流に位置する

配⽔池へ送⽔

下⽔を⽔源と

川⽔（表流⽔

プロセスを経

とし、塩素消

較的安定して

浦町、旧弥⽣

堅⽥浄⽔場

る１１の地下

から浄⽔場で

る４つの地下

⽔し各家庭に

とし、塩素消

）を⽔源とし

経て塩素消毒

消毒を⾏った

ていますが、

［上岡第

第２章 

⽣町、旧本匠

場系、⻘⼭浄

下⽔を⽔源*と

で塩素消毒*を

下⽔を⽔源と

に給⽔してい

消毒を⾏った

し、原⽔*⽔質

毒を⾏ったの

たのち、配⽔

より良質な

第１浄⽔場］

章 水道事業の

匠村の系統に

浄⽔場系に分

とし、取⽔ポ

を⾏ったのち

とし、取⽔ポ

います。 

たのち、配⽔

質に応じて除

のち、配⽔池

⽔池へ送⽔し

な⽔を供給す

 

の概要 

に分け

分けら

ポンプ

ち、配

ポンプ

⽔池へ

除鉄・

池へ送

し各家

するた



 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

第 1 水源

第 3 水源

第 12 水

（上岡系）

第 6 水源

第 7 水源

第 9 水源

第 11 水

第 13 水

第 4 水源

第 5 水源

第 2 水源

第 8 水源

第 10 水源

（堅田系） 

第 14 水

第 15 水源

青山水源

（青山系） 

源 

源 

源 

 

源 

源 

源 

源 

源 

源 

源 

源 

源 

源 

源 

源 

源 

図－

第 1 着

（上岡第 1

第 2 着

塩素消

第 3 着

（上岡第

塩素消

塩素消

塩素消

塩素消

（堅田第

（堅田第

（青山浄水

－３ ⽔道施

着水井 第

1浄水場）

着水井 第

消毒 

着水井 

2 浄水場）

消毒 

消毒 

消毒 

消毒 

１浄水場）

２浄水場）

水場） 

7 

施設フロー（

第 1 浄水池 

第 2 浄水池 

第 3 浄水池 

（旧佐伯市系

第 1 送水ポ

第 2 送水ポ

第 3 送水ポ

第 4 送水ポ

（休

浪太送水ﾎﾟ

第２章 

統） 

ポンプ

ポンプ

ポンプ

ポンプ

休止）

ﾝﾌﾟ場

章 水道事業の

城山西配水池 

城山東配水池 

坂ノ浦配水池 

城山北配水池 

堅田第 1 配水池

堅田第 2 配水池

青山配水池 

（休止

浪太配水池 

の概要 

配水

配水

配水

池 配水

池 配水

配水

）

配水

 



（

（

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

第 1 水源

（蒲戸・福泊系）

第 2 水源

第 3 水源

第 1 水源

（夏井系） 

第 2 水源

第 1 水源

（長田系） 

第 2 水源

源 

 

源 

源 

源 

源 

源 

源 

図

原水槽 

ＰＡＣ＊ 

塩素消毒

着水井 

着水井 

苛性ｿｰﾀﾞ 

前

－４ ⽔道施

 

塩 素

毒 

ＰＡＣ

塩 

原水槽 

前処理 
設備 

ポ

8 

施設フロー

除

緩速ろ過池 

除鉄・除マン

素 

ポンプ槽

（旧上浦町系

除マンガン
設備 

塩素消毒

塩素消毒

ンガン設備

塩素

第２章 

系統） 

浄水池

毒

浄水池

素消毒

章 水道事業の

蒲戸配水池 

第 1 配水池 

第 2 配水池 

連絡管

配水池 

の概要 

配水

配水

管 

配水



 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

小倉第 1 水

小倉第 2 水

岩ノ下第 1

岩ノ下第 2

久土水源

上切畑水

水源 

水源 

水源 

（岩ノ下第

水源 

塩素消

（岩ノ下第

浄水池

源 

水源 

原水槽

紫外

図

塩素消毒 

塩素消毒 

塩素消毒 

1 浄水場） 

膜ろ過 
施設 

消毒 

2 浄水場） 

池 

塩素

塩素

槽 

線処理設備 

－５ ⽔道施

 

塩素消毒

岩浄水池

岩

素消毒 

素消毒 

9 

施設フロー

小倉第 3 配水池

小倉第 1 配水池

小倉第 2 配水池

岩ノ下第1配水池

岩ノ下第2配水池

久土配水池

上切畑配水池

（旧弥⽣町系

尺間

配水

塩素

池

池 配水

池 配水

池
配水

岩ノ下第

塩素

池 配水

配水

配水

第２章 

系統） 

中継場

素消毒

岩3中継場

素消毒

章 水道事業の

尺間第 1 配水池

尺間第 2 配水池

岩ノ下第3配水池

の概要 

池 配水

池 配水

池 配水



 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 

第 1 水源

（小半系） 

第 1 水源

（因尾系） 

第 2 水源

第 1 水源

（波寄系） 
 （第 1水源

第 2 水源

（第 2水源

水源 

（井ノ上系） 

第 1 水源

（小川系） 

第 3 水源

第 2 水源

第 3 水源

源 

源 

源 

源 

源系） 

源 

源系） 

源 

源 

源 

源 

図

普通沈澱池

上向性ろ過

（因尾第 1浄水

着水井 

上向性ろ過

着水井 

着水井 

着水井 

着水井 

前処理装置

－６ ⽔道施

池 

過池 

水場） 

普通沈澱

過池 

普通沈澱

緩速ろ過

緩速ろ過

緩速ろ過

置 

ＰＡＣ

10 

施設フロー

上向性ろ過池

浄水池

澱池 

浄水池

塩素消毒

澱池 

過池 

過池 

過池 

上向性ろ過池

（旧本匠村系

池 

塩素

塩素

緩速ろ過池

池

毒

緩速ろ過池

池 

第２章 

系統）

素消毒

第

素消毒 （

章 水道事業の

配水池 

第 1～第 3 配水池

（第 1配水場） 

配水池 

塩素消毒 

第 2 配水池 

浄・配水池 

塩素消毒 

配水池 

第 1 配水池 

塩素消毒 

第 3 配水池 

塩素消毒 

第 2 配水池 

塩素消毒 

配水池 

塩素消毒 

の概要 

配水

配水池 

配水

配水

配水

配水

配水

配水

配水

 



 

（２） 

簡易

流⽔を

ます。

地下

た上で

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

簡易⽔道事

易⽔道事業や

を⽔源として

。 

下⽔に対して

で塩素消毒を

業ほか 

やその他の⼩

ているところ

ては塩素消毒

を⾏っていま

［膜ろ過

［ステ

⼩規模な⽔道

ろが多く、渇

毒のみを、表

ます。 

過設備（⽶⽔

テンレス製配⽔

11 

道については

渇⽔時や台⾵

表流⽔に対し

⽔津浦代⼩浦

⽔池（蒲江波

は、⼩規模な

⾵時には取⽔

しては緩速ろ

浦⽵野浦簡易

波当津簡易⽔

第２章 

な井⼾（地下

⽔が不安定に

ろ過や膜ろ過

易⽔道）］ 

⽔道）］ 

章 水道事業の

下⽔）や⾕川

になることも

過等の処理を

の概要 

川の表

もあり

を⾏っ



 

第３
 

厚⽣

道事業

 
１．

 

（１） 

浄⽔

の各⽔

この

は塩素

います

に対

ム*等

るおそ

⽔質監

化に応

⼊する

 

（２） 

⽔道

飲料

⽬につ

対応を

また

ベルで

⼀⽅

プトス

飲料

⽔」を

いては

３章 事

⽣労働省の

業の現状評価

安全な水の

原⽔⽔質 

⽔処理におけ

⽔源⽔は年間

のような良好

素消毒のみに

すが、⼀部の

して耐性のあ

等の病原性微

それがありま

監視を徹底し

応じて適切な

る必要があり

浄⽔⽔質（

道⽔の⽔質

料⽔（⽔道⽔

ついては、毎

を⾏っていま

た、発ガン性

であり、⾼い

⽅、浄⽔処理

スポリジウム

料⽔に関する

を選択した⽅

は、「塩素の

事業の現状

「新⽔道ビジ

価を⾏い、課

の供給は保

ける処理性や

間を通じて良

好な原⽔に対

による浄⽔処

の⽔源におい

あるクリプト

微⽣物が原⽔

ます。そのた

して⾏うと共

な浄⽔処理プ

ります。 

⽔道⽔の⽔質

（給⽔栓にお

⽔）の”おい

毎⽇または定

ます。 

性のある「総

い安全性が確

理の多くが塩

ム等の病原性

るアンケート

⽅が全体の約

の臭い（カル

状評価と

ジョン」に⽰

課題を整理し

保証されてい

や浄⽔後の⽔

良好で、変動

対して、多く

処理を⾏って

いては、塩素

トスポリジウ

⽔中に混⼊す

ため、原⽔の

共に、⽔質悪

プロセスを導

質） 

おける⽔質）

しさ”の指標

定期的な計測

総トリハロメ

確保されてい

塩素消毒のみ

性微⽣物につ

ト結果をみる

約５割となっ

ルキ臭）がす

12 

と課題 

⽰される「安

します。 

いるか（安

⽔質は、原⽔

動も少なく安

く

て

素

ウ

す

の

悪

導

については

標となる「カ

測を⾏い、活

メタン*」の濃

います。 

みであること

ついては監視

ると、⽔道⽔

っています。

るから」、「⽔

第３章

安全」、「強靭

安全） 

⽔の⽔質に⼤

安定していま

は、すべて⽔

ビ臭」や「塩

活性炭処理*、

濃度について

とから、塩素

視が必要とな

⽔の飲み⽅に

。そのままの

⽔質の安全性

［取⽔設備

章 水道事業

靭」、「持続」

⼤きく左右さ

ます。 

⽔質基準*に

塩素臭」の原

、塩素剤注⼊

ては、まった

素に対して耐

なります。  

については、

の⽔道⽔を飲

性に不安があ

（佐伯 第 15

の現状評価と

の観点より

されますが、

適合してい

原因となる⽔

⼊管理等の必

たく問題のな

耐性を有する

「そのままの

飲まない理由

あるから」等

5 ⽔源）］ 

と課題 

り、⽔

本市

ます。 

⽔質項

必要な

ないレ

るクリ

の⽔道

由につ

等の回



 

答が多

現在

を完全

また

に対す

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３） 

市⺠

性を確

「⽔道

多くなってい

在の浄⽔処理

全に無くすこ

た、⽔質の安

する認知度の

図－８

⽔質管理体

⺠の皆様に安

確保する必要

道⽔の⽔質情

います。 

理は、塩素消

ことはできま

安全性につい

の向上を図っ

図－７ 

８ そのまま

制 

安⼼して飲め

要がありま

情報について

消毒により飲

ませんが、塩

いては全く問

っていく必要

飲料⽔の種

まの⽔道⽔を

める⽔道⽔を

す。⽔道に対

て」が最も多

13 

飲料⽔として

塩素剤の過剰

問題ありませ

要があります

種類（アンケ

を飲まない理

を供給するた

対して関⼼が

多く選択され

第３章

ての安全性を

剰注⼊を防⽌

せんが、広報

す。 

ケート調査結

理由（アンケ

ためには、⽔

があること

れており、⽔

章 水道事業

を確保してい

⽌するなどの

報活動を通じ

結果より） 

ート調査結果

⽔質管理を⼗

を質問したア

⽔道⽔の⽔質

の現状評価と

いるため、塩

の対策が必要

じて安全な⽔

果より） 

⼗分に⾏い、

アンケート

質に対する関

と課題 

塩素臭

です。 

⽔道⽔

安全

では、

関⼼や



 

期待が

⽔質

⽉検査

いては

れば

ステム

濁り、

毎⽇検

厚⽣

じゃ⼝

スクが

に監視

する

におい

この

必要が

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４） 

貯⽔

効容量

が⼤きいこと

質検査につい

査や年４回検

は、各浄⽔池

⾃動通報装

ムを構築して

、残留塩素に

検査を⾏って

⽣労働省では

⼝までの各段

が発⽣したと

視することに

「⽔安全計画

いても、⽔質

「⽔安全計画

があります。

図－９ 

貯⽔槽⽔道

⽔槽⽔道とは

量１０m3 を

とがうかがえ

いては、⽔道

検査を第３者

池及び配⽔池

置により各担

ています。ま

については、

ています。 

は、⽔道事業

段階に存在す

ときの対応を

により、安全

画*」の策定

質管理をより

画」を策定し

。 

「⽔道」につ

 

は、ビルやマ

を超える簡易

えます。 

道法*の定め

者⽔質検査機

池に設置した

担当員に通

また、 給⽔

職員及び委

業者に対して

するリスクを

を前もって定

全な⽔道⽔の

定を求めてい

りいっそう強

し、適切に運

ついてもっと

マンション等

易専⽤⽔道*と

14 

めにしたがい

機関に委託し

た測定器を⽤

報されるシ

⽔栓⽔の⾊、

委託監視員が

て、⽔源から

を評価し、リ

定め、継続的

の供給を実現

います。本市

強化するため

運⽤していく

とよく知りた

等に設置され

と１０m3 以

第３章

、原⽔及び浄

し実施してい

⽤いて連続的

、

たいこと（ア

れている受⽔

以下の⼩規模貯

［残留塩素

章 水道事業

浄⽔の全項⽬

います。また

的に測定・監

ンケート調査

⽔槽等の⽔道

貯⽔槽⽔道*

素測定器（上

の現状評価と

⽬検査、浄⽔

た、残留塩素

監視し、異常

査結果より）

道施設であり

*があります

上岡第 1 浄⽔

と課題 

⽔の毎

*につ

常があ

） 

り、有

す。 

⽔場）］



 

貯⽔

等衛⽣

理に係

なお

によ

受⽔

理の不

衛⽣管

エネル

れます

管の供
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
（５） 

鉛製

柔軟で

くから

本市

そう⾼

ていま

必要が
 
 

⽔槽⽔道は、

⽣上の問題が

係る積極的な

お、給⽔⽅法

り給⽔してい

⽔槽には貯⽔

不徹底等によ

管理指導を徹

ルギーの有効

す。そのため

供給圧につい

鉛製給⽔管

製給⽔管は、

で扱いやすい

ら全国的に利

市では、健康

⾼めるため、

ますが、今後

があります。

、その所有者

が懸念されて

な指導を今後

法には直結式

いますが、マ

⽔機能があり

よる衛⽣問題

徹底して⾏っ

効利⽤（省エ

め、給⽔に⽀

いて確認を⾏

 

、管内に錆が

いことから⽔

利⽤されてき

康への安全性

、順次取り替

後もそれを継

。 

者が管理する

ています。そ

後も継続して

式給⽔*と受

マンションな

り、地震等の

題が指摘され

っていく必要

エネルギー）

⽀障のない範

⾏いその適正

図－

が発⽣せず、

⽔道でも古

きました。

性をよりいっ

替えを実施し

継続していく

15 

ることになっ

そのため、貯

ていく必要が

受⽔槽式給⽔

などの集合住

の災害時にも

れています。

要があります

）の観点から

範囲で受⽔槽

正化を図る必

10 給⽔⽅

、

っ

し

く

第３章

っていますが

貯⽔槽⽔道の

があります。

⽔*があり、⼀

住宅では受⽔

も⼀定量の⽔

。そのため、

す。また、いっ

らみると、直

槽式から直結

必要がありま

⽅式の例 

［鉛製給⽔

章 水道事業

が、⽔質障害

の所有者に対

 

⼀⼾建てのほ

⽔槽式も多く

⽔が確保でき

受⽔槽の設

ったん⽔圧を

直結式に⽐べ

結式に移⾏で

ます。 

⽔管更新の様

の現状評価と

害が⽣じる可

対して、適切

ほとんどは直

みられます

きますが、⽇

設置者に対し

を開放するた

べて不利と考

できるよう、

様⼦］ 

と課題 

可能性

切な管

直結式

。 

⽇常管

して、

ため、

考えら

配⽔



 

２．

 

（１） 

東

が発⽣

であ

の供給

た地域

「佐

震〜震

度４が

これ

や、⾮

本市

設に対

な調査

査を実

は、今

す。検

照ら

てい

を⾏う

管路

わせ

ると

⽬標

⻑期間

す。 

 

 

 

 

危機管理へ

施設の耐震

⽇本⼤震災や

⽣しました。

り、通常時は

給を継続して

域においても

佐伯市地域防

震度６強、別

が想定されて

れらの地震が

⾮耐震管路で

市では、よ

対して、耐震

査を実施し

実施してい

今後検証を⾏

検証は現在

して⾏い、

る施設に対

う必要があり

路について

て順次耐震

ころであり、

としています

間にわたるた

への対応は

性 

や熊本地震に

。⽔道は市⺠

はもとより災

て⾏うことが

も⼤規模な地

防災計画*」

別府湾の地震

ています。 

が発⽣すると

では、⼤きな

り重要度の

震性に関す

ています。

ない施設に

⾏う必要が

の耐震設計

耐震性能が

しては耐震

ります。 

は、その更

震管*に移⾏

、その耐震化

すが、市内に

ため、優先順

は徹底されて

においては、

⺠⽣活、社会

災害等が発⽣

が求められま

地震が発⽣し

（平成２８年

震（慶⻑豊後

と、耐震設計

な被害が⽣じ

⾼い施

る詳細

詳細調

ついて

ありま

基準に

不⾜し

化対策

新に合

してい

化率は年々向

に張りめぐら

順位を定めて

16 

ているか（

、⽔道施設も

会活動を⾏う

⽣した⾮常時

ます。特に近

しています。

年２⽉）では

後型地震）〜

計基準*の⾒直

じる可能性が

向上していま

らされた管路

て計画的・効

［耐震性

第３章

（強靭） 

も⼤きな被害

う上で⽋くこ

時においても

近年は、地震

 

は、想定地震

〜震度５弱、

直し以前に建

があります。

ます。将来は

路の量は膨⼤

効率的に更新

性を有する施設

章 水道事業

害を受け、⻑

ことのできな

も可能な限り

震には縁遠い

震として、南

周防灘断層

建設された耐

 

はすべて耐震

⼤であり更新

新を⾏ってい

設（堅⽥第

の現状評価と

⻑期にわたる

ないライフライ

り被害を抑え

いと考えられ

南海トラフ巨

層群（主部）

耐震性が低い

震管とするこ

新による耐震

いく必要があ

2 配⽔池）］

と課題 

る断⽔

イン*

え、⽔

れてい

巨⼤地

〜震

い施設

ことを

震化は

ありま

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２） 

熊本

くの⽔

⽣じ、

を原⽔

浄⽔処

するこ

料⽔

配⽔池

⻑い時

濁

ロセス

要に応

の対策

 

（３） 

地震

基づい

施設

おいて

いて応

⾮常

設計指

地震時の濁

本地震では、

⽔道事業体

、断⽔を余儀

⽔とし沈澱

処理を⾏って

ことができず

として使⽤で

池に送⽔され

時間を要する

りによる被害

スにおける濁

応じて配⽔

策を講じる必

⾮常時の対

震等による災

いて対応しま

設・管路等に

て飲料⽔を確

応急給⽔*

常時に⽔を貯

指針*」に⽰

度*上昇に対

、地下⽔や湧

で原⽔及び

儀なくされま

やろ過を⾏

ている場合は

ず、原⽔濁度

できなくなり

れると、飲料

ることとなり

害を抑制する

濁度の監視を

池への濁⽔

必要がありま

応 

災害時や事故

ます。 

に損傷が⽣じ

確保し、⽔道

（拠点給⽔、

貯留し応急給

⽰される１２

図－11

対する対応

湧⽔を取⽔し

び浄⽔の⽔質

ました。清澄

⾏わず塩素消

は、濁度の上

度が落ち着く

ります。また

料⽔の供給再

ります。 

るためには、

を強化すると

⽔流⼊を防⽌

ます。 

故時において

じ、平常時の

道及び防災関

運搬給⽔等

給⽔拠点施設

時間分以上

17 

基幹管路の

している多

質に濁りが

澄な⽔源⽔

消毒のみの

上昇に対応

くまでは飲

た、濁⽔が

再開までに

⽔供給プ

と共に、必

⽌するなど

ては、「佐伯市

の給⽔体制が

関係部局が中

等）を⾏いま

設となる配⽔

上の有効容量

第３章

の耐震化率

市地域防災計

が取れない場

中⼼となり、

す。 

⽔池において

を有していま

［原⽔濁

章 水道事業

計画」等の防

場合は、各⽔

仮設給⽔栓

ては、合計す

ます。しかし

濁度計（佐伯

※出典：⽔

の現状評価と

防災関連諸計

⽔源地や配⽔

栓や給⽔⾞等

すると「⽔道

し、配⽔管か

伯 第４⽔源）

⽔道統計 

と課題 

計画に

⽔池に

等を⽤

道施設

から⼤

］ 



 

量の漏

が流

なりま

斜⾯

それが

配⽔池

るな

災害

⾞載⽤

道⽤資

量を確

た⻑期

を⾏っ

停電

進⾏

等の障

を⾏う

⾮常

社)⽇

ある他

応援を

佐伯市

県薬剤

応急復

ていま

する

に努め

また

旧等の

から教

後も

の充実

漏⽔が発⽣す

出し給⽔拠

ます。また、

の崩壊等の

があります。

池の流出管

どの対策を⾏

害に備えて

⽤給⽔タンク

資機材を備蓄

確保できてい

期化する可能

っておく必要

電対策として

していたり、

障害発⽣を防

う必要があり

常時の応援体

⽇本⽔道協会

他の⽔道事

を⾏う体制が

市管⼯事協

剤師会*との

復旧*活動に

ます。今後も

と共に、応援

める必要があ

た、⾮常時に

の活動が迅速

教育・訓練を

これを継続

実を図る必要

すると、配⽔

拠点として利

漏⽔による

の⼆次災害が

。これらを阻

に緊急遮断弁

⾏う必要があ

、給⽔⽤のポ

クを保有し、

蓄しています

いるとはいえ

能性がありま

要があります

ては、⾮常⽤

、設置されて

防⽌するため

ります。 

体制につい

会を通じて、

事業体との間

が確保されて

同組合*、(

の間では、応

に関する協定

もこれらの体

援受け⼊れ体

あります。 

に、応急給⽔

速に⾏えるよ

を⾏っていま

続すると共に

要があります

⽔池の貯留⽔

利⽤できなく

道路の陥没

が発⽣するお

阻⽌するため

弁*を設置す

あります。

ポリパック

復旧⽤の⽔

すが、⼗分な

えず、災害の

ます。そのた

す。 

⽤⾃家発電設

ていない施設

め、⽼朽化し

ては、(公

協会員で

間で相互に

ています。

公社)⼤分

応急給⽔・

定を締結し

体制を拡充

体制の強化

⽔、応急復

よう、⽇頃

ますが、今

にその内容

す。 

18 

⽔

く

、

お

め、

す

、

⽔

な

の規模によっ

ため、事前に

設備*を設置

設があります

した⾃家発電

［

第３章

っては断⽔等

に備蓄、調達

することが有

す。停電によ

電設備の更新

［緊急遮断弁

［防災

［応急給

章 水道事業

等の被害が広

達に関して⼗

有効ですが、

よる施設機能

新や未設置の

弁（堅⽥第 2

災訓練の様⼦

給⽔訓練の様

の現状評価と

広範囲に及ぶ

⼗分な準備や

、設備の⽼朽

能停⽌に伴う

の施設への配

配⽔池）］ 

⼦］ 

様⼦］ 

と課題 

ぶ、ま

や対策

朽化が

う断⽔

配備等



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

これ

ュアル

する対

るこ

 

（４） 

⽔道

の対策

⽔道

設置す

ます。

 

図

れらの⾮常時

ル（危機管理

対策をトータ

とも重要です

保安・防犯

道⽔の安全を

策を講じるこ

道施設に対

するなどして

。 

図－12 家

時の対応を計

理マニュアル

タル的にマネ

す。 

対策 

を確保するた

ことも必要で

しては、フェ

ていますが、

庭での災害へ

計画的かつ効

ル等）の拡充

ネジメントす

ためには、⽔

です。 

ェンス等の侵

、今後はさら

 

19 

への備え（ア

効果的に⾏う

充を図ると共

する「事業継

⽔道施設への

侵⼊防⽌柵を

らに保安・防

第３章

アンケート調

うためには、

共に、事前の

継続マネジメ

の不法侵⼊、

を設置したり

防犯機能の強

章 水道事業

調査結果より

被害想定に

の対応を含め

メント（ＢＣ

毒物投⼊等

り、重要施設

強化を図って

の現状評価と

り） 

に基づく対応

めて危機管理

Ｍ）*」を策

等のテロ⾏為

設には警報装

ていく必要が

と課題 

応マニ

理に関

策定す

為等へ

装置を

があり



 

３．

 

（１） 

⼭間

内の広

てい

る必要

平成

２３の
 

（２） 

本市

備を⾏

多

ます。

の需要

⽼朽

劣化

会計

が、本

すよ

となる

切な運

検、補

さら

とな

健全

持続的

切な耐

を⾏い

命化を

の上で

水道サービ

⽔道事業の

間部の狭⼩な

広い範囲に分

く⼀⽅で、国

要があります

成１７年３⽉

の簡易⽔道に

⽔道施設の

市の⽔道は、

⾏っています

くの施設は⻑

。⽼朽化施設

要が集中して

朽化により⽔

し損傷や故障

計処理におい

本市の⽔道施

うな多額の費

るわけではな

運転管理や維

補修等）を⾏

に⻑期間使⽤

ります。 

全な経営のも

的に⾏って

耐震化・劣化

い、施設・設

を図ることが

で、更新需要

ビスの持続

統合 

な平地や⼊り

分散して設置

国（厚⽣労働

す。 

⽉の市町村合

については上

更新需要*及

、昭和７年か

す。 

⻑年にわたっ

設は更新する

て⽣じること

⽔質障害や⽔

障が⽣じやす

いては、減価

施設をこの法

費⽤が必要と

なく、⽇頃か

維持管理（保

⾏うことに

⽤することが

もとに更新整

いくために

化対策や維持

設備及び管路

が不可⽋です

要の分散化、

続性は確保さ

り組んだ⼊り

置されていま

働省）の指導

合併後は、積

上⽔道*に統

及び稼動状況

から整備を開

って使⽤され

る必要があり

とになります

⽔量・⽔圧低

すくなります

価償却*を⾏

法定耐⽤年数

となります。

から適

保守点

より、

が可能

整備を

は、適

持管理

路の延

す。そ

、均等

20 

されている

り江が続く沿

ます。これら

導を受けて⽔

積極的に事業

統合する計画

況 

開始し、昭和

れており、か

りますが、拡

す。 

低下等の機能

す。 

⾏うための年

数で更新する

。法定耐⽤年

第３章

るか（持続）

沿岸部に給⽔

らの施設に対

⽔道事業の統

業統合や施設

です。 

和４０年代〜

かなり⽼朽化

拡張期の施設

能劣化の要因

年数として法

ると想定した

年数を超過し

［配⽔管布

章 水道事業

） 

⽔を⾏うため

対して適切な

統合や施設の

設再構築を⾏

〜５０年代に

化が進⾏して

設・設備、管

因となると共

定耐⽤年数

た場合は、経

した施設が直

布設替の様⼦

の現状評価と

め、⽔道施設

な運転管理を

の再構築を推

⾏ってきまし

に集中して拡

ているものも

管路に対する

共に、使⽤材

*が⽤いられ

経営に影響を

直ちに使⽤不

⼦］ 

と課題 

設は市

を⾏っ

推進す

たが、

拡張整

もあり

る更新

材料が

れます

を及ぼ

不可能



 

化を考

があ

⼀⽅

す。今

縮⼩

また

業では

 

（３） 

① 

施設

視室に

配⽔量

浄⽔

監視を

施設

池⽔位

⽣じた

り職

となっ

また

後は、

の⼀元

 

② 

本市

⽔道

考慮しながら

ります。 

⽅、⽔道施設

今後も⽔需要

（ダウンサイ

た、年間の総

は平成２７年

項  ⽬ 

稼働率(％)

有収率(％)

※出典：⽔道

運転管理状

⽔道施設の

設の運転管理

において、⽔

量等の運転状

池残留塩素

を⾏っていま

設・設備の故

位の低下等

た場合には、

員が異常を

っています。

た、平成１７

、簡易⽔道施

元化を進めて

組織体制 

市上下⽔道部

道課について

ら適切な更新

設の稼働状況

要は減少傾向

イジング*）

総給⽔量に対

年度で８３．

平成 2

 99

 78

道統計 

況、組織体制

運転管理状況

理は、中央監

⽔源井⼾の⽔

状況、原⽔濁

素等の⽔質状

ます。 

故障や事故、

等の異常運転

、警報装置等

を確認できる

。  

７年の市町村

施設を含めた

ています。 

部は、営業課

ては、上⽔道

新時期を設定

況については

向のまま推移

を図りなが

対して収益に

１％となっ

表－3
23 年度 平成

9.2 

8.8 

制及び外部委

況 

監視システム

⽔位や

濁度や

状況の

配⽔

転等が

等によ

る体制

村合併

た管理

課、⽔道課、

道事業、簡易

21 

定し、健全な

は、⽔需要の

移すると考え

がら、更新費

につながった

っています。

3 稼働率、
成 24 年度 平

92.7 

79.4 

委託状況 

ム*を導⼊し

下⽔道課で

易⽔道事業

［監視

第３章

な経営のもと

の減少により

えられるため

⽤を抑制して

た給⽔量の割

 

有収率 
平成 25 年度

92.5 

80.2 

て⾏ってお

で構成されて

・飲料⽔供給

視システム

章 水道事業

とに計画的な

稼働率*が低

め、可能な場

ていく必要が

割合を⽰す有

平成 26 年度

91.5 

79.5 

り、上岡第１

ています。 

給事業の新設

（上岡第 1 浄

の現状評価と

な更新を⾏う

低下傾向にあ

場合は施設規

があります。

有収率*は、⽔

度 平成 27 年

88.7 

83.1 

１浄⽔場の中

設・改良をそ

浄⽔場）］ 

と課題 

う必要

ありま

規模の

。 

⽔道事

年度

中央監

それぞ



 

れ担当

所庁舎

ービス

れてい

⽔道

年度末

削減

現在は

てい

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

また

健全

と共に

 

③ 

業務

検、修

当する上⽔道

舎内に配置さ

スを⾏うため

います。 

道課の職員数

末（34 ⼈）

に努めてきま

は職員が⾏っ

く必要があり

た、全国的な

に持続してい

に、若い世代

外部委託状

務の効率化や

修繕、漏⽔調

上下水道部

道⼯務係、簡

されています

め、東部（鶴

数は、平成２

に⽐べると

ましたが、広

っている業務

ります。 

図

な傾向である

いくためには

代にそれらを

況 

やコスト縮減

調査等）、⽔

部 

簡易⽔道⼯務

す。また、広

鶴⾒）、⻄部

２７年度末現

と、7 ⼈減少

広い市域に分

務のうち可能

図－13  佐

る職員の⾼齢

は、これまで

を継承してい

減を図るため

⽔道メーター

営業課

水道課

下水道課
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務係、維持管

広い市域に対

部（直川）、南

現在で総勢 2

しています。

分散している

能なものにつ

佐伯市上下⽔

齢化が本市で

でに蓄積され

いく必要があ

め、浄⽔場の

の検針、集⾦

課 

課 

課 

第３章

管理等を担当

対して適切な

南部（蒲江）

27 ⼈となって

。本市では、

る施設を適切

ついて外部に

⽔道部の組織
※下

でも進んでお

れた技術やノ

あります。

の運転管理、

⾦については

上

簡

水

西

南

東

章 水道事業

当する⽔道維

な施設の維持

の３つの⽔

ており、１０

、業務体制を

切に管理して

に委託するな

織体制 
下⽔道課の各係は

おり、将来に

ノウハウを体

施設・管路

は、⼀部外部

料金係 

庶務係 

上水道工務係

易水道工務係

水道維持管理係

西部水道分室

南部水道分室

東部水道分室

の現状評価と

維持管理係が

持管理や需要

⽔道分室が配

０年前の平成

を効率化し⼈

ていくために

などの対応を

は省略していま

にわたって⽔

体系的に整理

路の維持業務

部に委託して

係 

係 

係 

室 

室 

室 

と課題 

が市役

要者サ

配置さ

成１７

⼈員の

には、

を⾏っ

ます 

⽔道を

理する

務（点

ていま



 

す。 

今後

官⺠で

委託に

討して

 

（４） 

① 

⽔道

健全な

⽔道

するた

現状

等が財

健全な

ます。

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 

本市

⽔道

増加に

後は、職員に

で連携して事

による効果を

ていく必要が

財政及び⽔

財政状況 

道事業は、主

な事業経営を

道事業では、

ために必要な

状では健全な

財政的負担を

な財政状態を

。 

⽔道料⾦ 

市の⽔道料⾦

道料⾦につい

に伴い１m3

による技術の

事業を進めて

を評価した上

があります。

道料⾦ 

主に⽔道料⾦

を持続してい

、供給単価

な⽀出）を上

な経営状態を

を増加させる

を維持してい

⾦は、⼤分県

いては、国内
3 当たりの料

の取得・継承

ていく必要が

上で、委託範

 

⾦を収⼊源と

いくためには

（給⽔量１m

上回っていま

を保っていま

る要因となる

いくためには

図－14  

県の他の⽔道

内の多くの⽔

料⾦単価が上
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承を効率的に

があります。

範囲の拡⼤（

として独⽴採

は、収⼊が⽀

m3 当たりの

ます。 

ますが、今後

ると考えられ

は、事業経営

供給単価及

道事業体と⽐

⽔道事業体と

上がる料⾦体系

第３章

に進める⼀⽅

現在外部委

（包括委託*を

採算*で事業を

⽀出を上回る

の収⼊）が給

後は⽔需要量

れます。その

営の効率化や

及び給⽔原価

⽐べて低めに

と同様に、逓

系）を採⽤し

章 水道事業

⽅で、⺠間活

委託している

を含む）や適

を経営してい

ることが必要

⽔原価（⽔道

量の減少や更

のため、今後

や経費縮減を

価 

に設定されて

逓増型料⾦制

しています。

の現状評価と

活⼒の活⽤を

る業務につい

適正化に向け

います。その

要です。 

道⽔１m3 を

更新整備費の

後将来にわた

を図る必要が

ています。 

制度（使⽤⽔

。これに関し

と課題 

を図り

ては、

けて検

ため、

を供給

の増⼤

たって

があり

⽔量の

して厚



 

共用給

専用
給水
装置

⽣労働

状にお

るおそ

テムの

これ

けて検

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
（５） 

市⺠

ってい

本市

ムペー

また

動を⾏

「⽔

認知度

広報活

てい

区分

用途

13

20

25

30

40

50

75

10

15

特別用 臨

船

給水装置 1世

水
置

一般用

メ

働省では、「

おいては、需

それがあるた

の導⼊に取り

れを踏まえて

検討を⾏う必

お客様サー

⺠の皆様に、

いただくため

市では、市の

ージ）等を⽤

た、地元⼩学

⾏っています

⽔道事業の広

度は１０％以

活動に対する

く必要があり

3mm 570円

0mm 900円

5mm 1,300円

0mm 1,950円

0mm 2,900円

0mm 5,250円

5mm 12,700

00mm 24,750

50mm 64,500

臨時給水

船舶給水

世帯又は1か所に

メーターの
口径

基本
(1か月

「新⽔道ビジ

需要減少以上

ため、経営の

り組む必要が

て、アセット

必要がありま

ビス 

、⽔道事業へ

めの⼿段とし

の広報誌、⽔

⽤いて情報提

学⽣の社会科

す。 

広報活動」に

以下となって

る取り組みは

ります。 

第

1m3から

5m3まで

1m3につ
25円

円

円 1m3につ

円

円

円

円

円

一般用

1m3につ

につき、専用給水装

本料金
月につき)

ジョン」のな

上の速さで収

の安定に向け

があるとして

トマネジメン

ます。 

図－15

への理解を深

して、広報活

⽔道に関する

提供を⾏って

科⾒学（浄⽔

についてのア

ており、「知ら

はまだ⼗分と
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1段 第

ら

で

5m3を超

10m3ま

つき 1m3につ
95円

つき120円

の使用口径の10

つき220円

装置とみなして専

かで、逓増型

収⼊減を招き

けて将来の事

ています。

ント*の⼿法

現在の⽔道

深めていただ

活動は⾮常に

るポスターや

ています。

⽔場⾒学）の

アンケートで

らない」を選

とは⾔えず、

第３章

従量料金(1

第2段 第

超え

で

10m3を

15m3ま

つき 1m3につ
110円

0％増

専用給水装置の例

型料⾦制度は

き、固定費部

事業収⼊の実

を活⽤しなが

道料⾦体系

だき、⽔道に

に重要です。

やパンフレッ

の受け⼊れ、

では、「市の広

選択された⽅

今後はいっ

章 水道事業

1か月につき)

第3段 第

超え

で

15m3を

30m3ま

つき 1m3につ
115円

例により計算する。

は⽔需要が減

部分の料⾦回

実情に合った

がら、⽔道料

に対する安⼼

 

ット、インタ

出前講座等

広報誌」以外

⽅も７割程度

っそう情報提

の現状評価と

第4段 第

超え

で

30m3を
部分

つき 1m3につ
120円

減少傾向にあ

回収もできな

た新たな料⾦

料⾦の適正化

⼼感や信頼感

ターネット

等を⾏うなど

外の活動に対

度となってい

提供の充実に

と課題 

第5段

超える

つき

ある現

なくな

⾦シス

化に向

感を持

（ホー

どの活

対する

ます。

に努め



 

⼀⽅

サー

は、「

⽅の割

利⽤者

ニーズ

映させ

今後

広聴活

めてい

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⽅、「お客様

ビス」につ

「満⾜」、「や

割合が、３４

者の満⾜度

ズを的確に把

せることが必

は、広く皆様

活動を実施

いく必要があ

図－17

様（市⺠の皆

いてのアン

やや満⾜」を

４％となって

向上を図る

把握し事業

必要です。そ

様の意⾒を

するなどの

あります。 

図－16 ⽔

7 お客様（

皆様）への

ケートで

を選択した

ています。

ためには、

運営に反

そのため、

募るべく

施策を進

⽔道事業の広

市⺠の皆様）
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広報活動（ア

）へのサービ

第３章

アンケート調

ビス（アンケ

［窓⼝

章 水道事業

調査結果より

ケート調査結

⼝業務の様⼦

の現状評価と

） 

結果より） 

⼦］ 

と課題 



 

（６） 

① 

安全

ことが

の⽔源

 

② 

有効

⼒消費

が抑制

が低減

本市

有効率

るこ

を継続

どの対

 

③ 

⽔道

本市

におけ

電⼒

ギー設

必要が

 

④ 

その

設*、

また

ます。

つの

使える

環境対策の

⽔源の保全

全で安定した

が⾮常に重要

源保全対策を

⽔の有効利

効率*の向上

費量の低減に

制されるこ

減されるなど

市の⽔道事

率は８７．２

とが重要です

続的に実施

対策を進める

エネルギー

道事業は、⽔

市の⽔源の多

ける電⼒消費

⼒の消費は、

設備の採⽤、

があります。

その他の環

の他の環境対

アスファル

た本市では、

。３Ｒは、

Ｒの総称です

る物は繰り返

状況 

 

た⽔道⽔を供

要です。その

を進めていく

⽤ 

上は、取⽔、

に寄与します

とに伴い⽔

どの効果があ

業における

２％であり、

す。そのため

し必要な管

る必要があり

使⽤ 

⽔を輸送する

多くは地下⽔

費が⼤きいこ

、地球温暖化

、エネルギー

。 

境対策 

対策として、

ルト・コンク

、「佐伯市環

リデュース

す。リデュー

返し使うこと

供給するため

のためには、

く必要があり

送配⽔段階

す。また、取

⽔循環系への

あります。

る平成２７年

さらに向上

めには、漏⽔

管路更新を⾏

ります。 

るために多く

⽔であり、ポ

ことが特徴的

化の原因とな

ー管理の徹底

、⽔道管布設

クリート塊等

環境基本計画

（Reduce）、

ースとは、物

と、リサイク
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めには、現在

、井⼾や河川

ります。 

階の電

取⽔量

の負荷

年度の

上を図

⽔調査

⾏うな

くのエネルギ

ポンプにより

的です。 

なる⼆酸化炭

底等を⾏い、

設⼯事におけ

等の建設副産

画*実⾏計画」

、リユース

物を⼤切に使

クルとは分別

第３章

在の良質な⽔

川等の⽔源に

ギーを消費す

り汲み上げる

炭素の⽣成を

エネルギー

ける⼟砂の発

物の再資源化

」に基づき、

（Reuse）、

使いごみを減

別して再び資

［

章 水道事業

⽔源⽔の⽔質

に対する監視

する事業です

る必要がある

を伴うため、

ー利⽤の効率

発⽣を抑制す

化等を実施し

３Ｒを積極

リサイクル

減らすこと、

資源として利

［漏⽔調査の

の現状評価と

質を保持して

視を強化する

す。 

るため、取⽔

今後は省エ

率化を図って

するための浅

しています。

極的に推進し

（Recycle）

リユースと

利⽤すること

の様⼦］ 

と課題 

ていく

るなど

⽔段階

エネル

ていく

浅層埋

。 

してい

の３

とは、

です。



 

４．

 

⽔道
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

課題のまと

道事業の課題

とめ 

題を整理するると、次のと

図－1
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とおりとなり

18 ⽔道事業

第３章

ります。 

業の課題 

章 水道事業の現状評価とと課題 



 

実績 H
H
H
H
H
H
H
H
H
H

推計 H
H
H
H
H
H
H
H
H
H
H

第４
 

⽔道

めには

かを予

外部環

 
１．

 

（１） 

給⽔

給⽔

将来

政区域

す。 

また

は３

なりま

給⽔

を占め

事業経

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

給水人口
（人)

一

H18 77,149
H19 76,745
H20 75,996
H21 75,390
H22 75,343
H23 74,683
H24 73,800
H25 72,673
H26 71,771
H27 70,834
H28 70,400
H29 69,900
H30 69,400
H31 68,900
H32 68,400
H33 67,700
H34 66,900
H35 66,100
H36 65,300
H37 64,500
H38 63,700

４章 将

道の理想像

は、現状を評

予測する必要

環境と内部環

外部環境の

給⽔⼈⼝及

⽔⼈⼝及び給

⽔⼈⼝は減少

来もこの傾向

域内⼈⼝）を

た、給⽔量に

６，３９０m

ます。 

⽔量の減少は

める装置産業

経営が悪化す

一日最大
給水量

(m3/日)
44,170
41,938
42,001
37,779
37,472
40,271
38,971
38,111
37,100
36,390
37,700
37,200
36,700
36,200
35,700
35,100
34,500
33,900
33,300
32,800
32,200

将来の事業

・⽬標に向け

評価し課題を

要があります

環境の両⾯か

の変化 

び給⽔量の減

給⽔量の推計

少傾向にあり

向は続くもの

を基に給⽔⼈

についても同

m3／⽇とな

は、料⾦収⼊

業的な性格を

する要因とな

図

業環境

けて、⽔道事

を認識すると

す。これを踏

から整理しま

減少 

計結果を次図

り、平成２７

のと予想され

⼈⼝を推計す

同様に減少傾

っています。

⼊の減少につ

を持っており

なります。

図－19 給⽔
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事業が取り組

と共に、将来

踏まえて、⽔

ます。 

図に⽰します

７年度の実績

れ、「佐伯市総

すると、平成

傾向にあり、

。推計では平

つながります

り、事業費の

⽔⼈⼝及び給

組むべき事項

来の事業環境

⽔道における

す。 

績では７０，

総合計画」で

成３８年度に

平成２７年

平成３８年度

すが、⽔道事

の減少には直

給⽔量の推計

第４章 

項や実現⽅策

境がどのよう

る事業環境の

８３４⼈と

で推計された

には６３，７

年度の⼀⽇最

度には３２，

事業は施設等

直接的にはつ

計結果 

章 将来の事業

策等を設定す

うに推移して

の変化につい

となっていま

た本市の⼈⼝

７００⼈とな

最⼤給⽔量の

２００m3／

等の固定費*が

つながらない

業環境 

するた

ていく

いて、

す。 

⼝（⾏

なりま

の実績

／⽇と

が多く

ため、



 

（２） 

⼈⼝

能⼒が

設の稼

を招

効率的

 

（３） 

⼀部

⽔⽔質

も想定

労働省

 

 
２．

 

（１） 

本市

設・設

⽼朽

の⽼朽

や⼈的

今後

ります

 

（２） 

⽔道

じるよ

管理、

る必要

 

施設の効率

⼝が増加して

が定められて

稼働率（効率

く要因となる

的に進める必

⽔源⽔質の

部の⽔源にお

質の監視を徹

定されるため

省）に基づき

内部環境の

施設の⽼朽

市の⽔道施設

設備、管路に

朽化した⽔道

朽化は漏⽔事

的被害等の⼆

後ますます⽼

す。 

⽔道施設の

道施設の安全

ようになる前

、更新の時代

要が⽣じてき

性の低下 

ていた時代に

ています。そ

率性）が⼤き

るため、今後

必要がありま

悪化 

おいては、耐

徹底して⾏う

め、状況次第

き適切な浄⽔

の変化 

化 

設は、昭和４

については⽼

道施設では、

事故につなが

⼆次災害を引

⽼朽化が進⾏

更新に伴う費

全性を確保す

前に更新を⾏

代」に移って

きます。 

に整備された

そのため、⼈

きく低下して

後の更新事業

ます。 

耐塩素性病原

うことにより

第では「⽔道

⽔処理プロセ

４０年代〜５

⽼朽化が顕著

、事故や故障

がり易く、給

引き起こすお

⾏していく⽔

費⽤増加 

するためには

⾏う必要があ

ており、今後
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た施設につい

⼈⼝減少時代

ています。施

業においては

原微⽣物によ

り対処してい

道におけるク

セスを導⼊す

５０年代にか

著となってい

障が⽣じやす

給⽔に⽀障が

おそれもあり

⽔道施設に対

は、⽼朽化に

あります。⽔

後はますます

いては、⽔需

代に⼊った現

施設の効率性

は、⼈⼝、⽔

よる汚染が懸

います。⽔源

クリプトスポ

するなどの対

かけて設置さ

います。 

すく断⽔の原

が⽣じるだけ

ります。 

対して、その

によりその機

⽔道は、既に

す更新需要が

第４章 

需要のピーク

現在では、⽔

性の低下は、

⽔需要の減少

懸念されると

源⽔質は今後

ポリジウム等

対策が必要と

されたものが

原因となりま

ではなく道路

の対策を進め

機能や性能の

に「建設の時

が増加し、多

章 将来の事業

クを想定して

⽔需要が減少

事業経営の

少を踏まえた

ところであり

後悪化する可

等対策指針」

となります。

が多く、⼀部

ます。また、

路の冠⽔・崩

めていく必要

の保持に⽀障

時代」から

多⼤な費⽤を

業環境 

て施設

少し施

の悪化

た上で

り、原

可能性

（厚⽣

 

部の施

管路

崩壊、

要があ

障が⽣

「維持

を投じ



 

（３） 

給⽔

ると予

状況

くため

の悪化

を設定

率的

⾦を確

 

（４） 

地⽅

す。本

ますが

うな事

また

よる職

 

財政状況の

⽔⼈⼝の減少

予想され、今

については、

め、このまま

化をくい⽌め

定し、更新優

に更新事業を

確保する必要

職員数の減

⽅公共団体の

本市の⽔道に

が、それに伴

事態が⽣じな

た、団塊世代

職員の退職に

悪化 

少や節⽔型⽣

今後の給⽔収

、給⽔収益が

までは悪化し

めるためには

優先度の検討

を実施してい

要があります

少 

の職員数は、

においても、

伴い今後⽔道

ないか懸念さ

代の職員は経

に伴いこれら

⽣活様式の浸

収益*につい

が減少する⼀

していくこと

は、財政シミ

討に基づき更

いく必要があ

す。 

、⾏政組織合

、厳しさを増

道事業に関わ

されるところ

経験豊富で熟

らをどのよう

30 

浸透等の影響

いては減少し

⼀⽅で、更新

とが予想され

ミュレーショ

更新需要の平

あります。ま

合理化のため

増す財政状況

わる職員数が

ろです。 

熟練した技術

うに継承して

響により、有

ていくものと

新需要増加に

れます。この

ンに基づき

平準化や延伸

また、これら

めの⼈員削減

況のもと合理

が減少し、⼗

術やノウハウ

ていくかが課

第４章 

有収⽔量*は減

と⾒込まれま

に伴う更新費

のような状況

適切な⽀出可

伸を図るなど

らの財源とし

減等により減

理化を図って

⼗分な運営管

ウを持ってい

課題となりま

章 将来の事業

減少傾向で推

ます。今後の

費⽤は増加し

況において、

可能額（更新

ど、計画的か

して適正な事

減少しつつあ

ていく必要が

管理が⾏えな

いますが、定

ます。 

業環境 

推移す

の財政

してい

財政

新費）

かつ効

事業資

ありま

があり

ないよ

定年に



 

第５
 

１．

 

理想

厚⽣

の理想
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
また

や管路

本

の事業

以上

道事業

対策の

 

５章 理

水道の理想

想像とは、概

⽣労働省の

想像が下図の

図

た、佐伯市が

路の漏⽔対策

ビジョンでは

業環境」を整

上を踏まえて

業の⽬標像を

の具体化を⾏

理想像・

想像の設定

概ね５０年先

「新⽔道ビジ

のとおり⽰さ

図－20 「

が策定してい

策等の重点施

は、第３章に

整理していま

て、「安全な

を設定した上

⾏います。 

目標の設

定 

先の⽔道事業

ジョン」にお

されています

新⽔道ビジ

いる基本計画

施策が⽰され

において「事

ます。 

な⽔道」、「強

上で、基本と
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設定 

業のイメージ

おいては、「安

す。 

ョン」におけ

画（総合基本

れています。

事業の現状評

靭な⽔道」、

となる施策や

ジと位置付け

安全」、「強靭

ける理想像

本計画等）で

 

評価と課題」

「⽔道サービ

やその実現⽅

第５章 理

けられます。

靭」、「持続」

（厚⽣労働省

では、⽔源⽔

を、第４章

ビスの持続」

⽅策を策定す

理想像・目標の

 

」を柱とする

省） 

⽔質の保全・

章において

」を⽬指す本

することによ

の設定 

る⽔道

・改善

「将来

本市⽔

より、



 

 

⽔道
 
 
 

 

 

 

 

 

道事業の理想

＜理想

－安

【安全】

【強靭】

【持続】

想像について

想像＞ 

全でおい

良質な⽔

災害・事

環境変化

ては、次のと

いしい⽔

⽔をいつでも

事故に強く市

化に強く未来

図－21
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とおり設定し

⽔を未来

も安⼼して

市⺠に信頼

来にわたり

1 ⽔道事業

します。 

につなぐ

て利⽤できる

頼される⽔道

り市⺠を⽀え

業の理想像 

第５章 理

ぐ佐伯の

る⽔道 

道 

える⽔道 

理想像・目標の

の⽔道－ 

の設定 



 

２．

 

「安

策と施

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

基本施策と

安全」、「強靭

施策⽬標を、

と施策目標

靭」、「持続」

、以下のとお

図－2

標の設定 

」のそれぞれ

おり設定しま

22 本市⽔道

33 

れの⾯から、

ます。 

道事業の基本

理想像に向

本施策及び施

第５章 理

向けての基本

施策⽬標

理想像・目標の

本的な取り組

の設定 

組み施



 

 

第６
 

本市

現⽅策

 
１．

 

（１） 

○⽔源

・周辺

視点

努め

 

（２） 

○耐塩

・原⽔

染レ

ス

 

○全⼯

・⽔道

的に

 

○貯⽔

・貯⽔

⾏わ

 

（３） 

○侵⼊

・保安

装置

 

６章 実

市の⽔道が掲

策）を以下に

【安全】…

⽔源の保全

源⽔質の保持

辺環境等よ

点検や⽔質検

めます。 

⽔質管理の

塩素性病原性

⽔中の耐塩素

レベルが現況

（紫外線処理

⼯程における

道⽔の安全性

に⽔質管理・

⽔槽⽔道の衛

⽔槽⽔道の衛

われるよう指

保安・防犯

⼊、不正⾏為

安・防犯対策

置等の整備拡

実現方策 

掲げた理想像

に⽰します。

…■良質な水

 

持 

り今後⽔質の

検査を実施す

強化・徹底 

性微⽣物に対

素性病原性微

況の対応レベ

理等）を導⼊

る⽔質管理計

性をいっそう

・監視を⾏う

衛⽣管理 

衛⽣管理を徹

指導強化を図

対策の強化 

為への対応 

策として、⽇

拡充を図りま

像に向けて、

 

水をいつで

の悪化につな

するなど⽔源

対する監視

微⽣物の指標

ベルを上回る

⼊するなどの

計画 

う⾼めるため

う「⽔安全計

徹底するため

図ります。

⽇常の巡視点

ます。 
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基本施策の

でも安心して

ながる要因が

源⽔質の監視

標菌（⼤腸菌

る可能性が想

の検討を⾏い

め、⽔源から

計画」を策定

め、その設置

点検による監

 

の施策⽬標を

て利用でき

が認められる

視体制を強化

菌等）に対す

想定される場合

います。 

らじゃ⼝まで

定し、適切な運

置者に対して

監視を強化し

達成してい

きる水道 

る⽔源に対し

し、良好な⽔

する監視強化

合は、必要な

で全ての⼯程

運⽤を⾏いま

て、定期検査

し、また侵⼊

第６章 実現

くための⽅策

して、定期的

⽔源⽔質の保

化を図り、そ

な浄⽔処理プ

程にわたって

ます。 

査や適切な管

⼊防⽌設備や

現方策 

策（実

的な巡

保持に

その汚

プロセ

て計画

管理が

や警報



 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
２．

 

（１） 

○災害

・地震

化が

とな

す。

・基幹

等の

・豪⾬

推進

・地震

する

の可

 

○バッ

・現有

しま

・停電

を含

 

【強靭】…

災害等に強

害対策 

震災害に対

が進⾏してい

なる場合もあ

 

幹的な管路や

の重要度の⾼

⾬や洪⽔等の

進していきま

震時の原⽔濁

るため、⽔供

可能性や影響

ックアップ、

有のバックア

ます。 

電時に断⽔等

含む）を進め

…■災害・事

い⽔道システ

しては、重要

いる施設につ

あるため、更

や、災害対応

⾼い管路につ

の災害に対し

ます。 

濁度上昇によ

供給プロセス

響度等を評価

、停電対策等

アップ機能に

等の影響が⼤

めます。 

図－23

事故に強く

テム構築 

要度の⾼い施

ついては、耐震

更新も含めて

応拠点、拠点

ついて、優先

しては、浸⽔

よる被害（配

スにおける濁

価し、必要な

等 

に対する評価

⼤きい施設に

 

35 

3 安全に関

く市民に信頼

施設から順次

震補強より更

より費⽤対効

点病院、指定

先的に耐震化

⽔被害等のリ

配⽔池への濁

濁度の監視を

な濁⽔流⼊防

価を⾏い、機

については、

 

関する施策 

頼される水

次耐震診断及

更新するほう

効果の⾼い耐

定避難場所*等

化を進めてい

リスク評価を

濁⽔流⼊によ

強化します。

防⽌対策の検

機能の追加や

⾮常⽤電源

水道 

及び耐震化を

うがトータル

耐震化対策を

等への供給ル

きます。 

を⾏い、必要

よる断⽔の⻑

。また、配⽔

討を⾏います

や強化の必要

源の整備（⽼

第６章 実現

を⾏います。

ルコスト⾯で

を推進してい

ルートとなる

要な耐⽔化対

⻑期化等）を

⽔池への濁⽔

す。 

要性について

⽼朽化設備の

現方策 

⽼朽

で有利

いきま

る管路

対策を

を防⽌

⽔流⼊

て検討

の更新



 

 

（２） 

○施設

・施設

ると

 

○管路

・管路

⽼朽

 

（３） 

○⾮常

・主要

確保

計画

・⽔道

の強

・災害

間団

援受

応急

⾮常

・災害

りま

され

の確

メン

す。

 

 

施設事故・

設・設備事故

設・設備の事

と共に、⽼朽

路事故の予防

路の事故を未

朽化した管路

危機管理体

常時の対応体

要な配⽔池に

保できるシス

画的に⾏うな

道施設の応急

強化に努めま

害時に迅速か

団体を含む）

受け⼊れ体制

急給⽔拠点、

常時活動にお

害・事故等が

ます。また、

れる被害、⾮

確保、教育・

ントする「事

 

管路事故対策

故の予防 

事故を未然に

朽化した施設

防 

未然に防ぐた

路に対しては

制の強化 

体制 

に緊急遮断弁

ステムを構築

など、応急給

急復旧に必要

ます。 

かつ的確な対

との連携体

制の拡充に努

災害に対す

おける協⼒体

が⽣じた際に

被災後の活

⾮常時に優先

訓練、計画

事業継続マネ

策の強化 

に防ぐため、

設・設備に対

ため、漏⽔調

は計画的な更

弁を設置し、

築します。ま

給⽔体制の強

要な資機材等

対応を⾏うた

体制を強化し

努めます。さ

する⽇頃の備

体制を構築し

に迅速な対応

活動や事前の

すべき業務内

画の継続的改

ネジメント（
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、計画的、定

対しては計画

調査等により

更新を⾏いま

、緊急時にも

また、応急給⽔

強化に努めま

等の備蓄・調

ため、市の災

します。また

さらに、市⺠

備え等に関す

していけるよ

応を⾏うため

の準備・対策

内容及び業務

善等の危機管

（ＢＣＭ）」が

 

定期的な保守

画的な更新を⾏

り損傷箇所の

す。 

も応急給⽔等

⽔の際に必要

す。 

調達を計画的

災害対策本部

、他の⽔道事

⺠の皆様に対

る情報提供を

よう努めます

め、⾮常時の

を合理的・効

務対応時期、

管理に関する

が有効である

守点検等の予

⾏います。 

の早期発⾒に

等に⽤いる⾮

要な資機材等

的に⾏うなど

部や他の関係

事業体との相

対しては、緊

を⾏うと共に

。 

の対応マニュ

効率的に⾏う

リソース（⼈

る事項をトー

るため、必要

第６章 実現

予防措置を強

に努めると共

⾮常⽤⽔が⼀

等の備蓄・調

ど、応急復旧

係機関・団体

相互応援体制

緊急時の避難

に、応急給⽔

ュアルの拡充

うためには、

⼈員、資機材

ータル的にマ

要な検討を進

現方策 

強化す

共に、

⼀定量

調達を

旧体制

体（⺠

制や応

場所、

⽔等の

充を図

想定

材等）

マネジ

進めま



 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 

３．

 

（１） 

○簡易

・簡易

めて

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

上浦浅海井
宇⽬⼩野市
宇⽬上津⼩
宇⽬⽥原簡
宇⽬東部簡
直川中央簡
直川川原⽊
鶴⾒中央簡
鶴⾒中越浦
鶴⾒梶寄浦
鶴⾒⼤島丹
⽶⽔津浦代
⽶⽔津⾊利

【持続】…

簡易⽔道事

易⽔道の上⽔

易⽔道に対す

ています。表

井簡易⽔道
市簡易⽔道
⼩野簡易⽔道
簡易⽔道
簡易⽔道
簡易⽔道
⽊簡易⽔道
簡易⽔道
浦簡易⽔道
浦簡易⽔道
丹賀浦簡易⽔道
代⼩浦⽵野浦簡
利宮野浦簡易⽔

…■環境変化

業の統合 

⽔道への統合

する上⽔道へ

表－4 に⽰す

表－4

道
簡易⽔道
⽔道

簡

図－24

化に強く未

合 

への統合計画

すとおり、２

4 上⽔道へ
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蒲江簡
蒲江畑
蒲江丸
蒲江森
蒲江楠
蒲江猪
蒲江尾
蒲江葛
蒲江波
蒲江下

23事

簡易⽔道（公営

4 強靭に関

未来にわたり

画を策定して

３の簡易⽔道

への統合を計

 

簡易⽔道
畑野浦簡易⽔
丸市尾簡易⽔
森崎簡易⽔道
楠本簡易⽔道
猪串簡易⽔道
尾浦簡易⽔道
葛原簡易⽔道
波当津簡易⽔
下⼊津簡易⽔

業

営）

関する施策 

り市民を支

ており、その

道をその対象

画している簡

⽔道
⽔道
道
道
道
道
道
⽔道
⽔道

支える水道 

の計画にした

象としていま

簡易⽔道 

第６章 実現

たがって統合

ます。 

現方策 

合を進



 

 

（２） 

○アセ

・アセ

（ダ

を⾏

延伸

・⽔道

策を

 

（３） 

○財政

・⽔道

を適

・本市

証を

への

 

○技術

・⽔道

テム

・研修

経験

よう

 

（４） 

○利⽤

・市⺠

報活

・アン

きや

 

⽔道施設の

セットマネジ

セットマネジ

ダウンサイジ

⾏って適切な

伸を図るなど

道施設に対す

を⾏うことに

安定経営の

政基盤の強化

道事業を合理

適正化するた

市の⽔道が実

を⾏った上で

の委託を検討

術情報の蓄積

道施設に関す

ムとして整備

修、講習への

験に基づく技

う努めます。

利⽤者満⾜

⽤者ニーズの

⺠の皆様に、

活動の拡充に

ンケート調査

やすい環境づ

計画的更新 

ジメントに基

ジメントの⼿

ジング）によ

な更新計画を

どして、健全

する保守点検

により、延命

持続 

化 

理化し事業経

ための検討を

実施している

で、外部に委

討します。 

積・継承 

する情報や運

備・活⽤する

の参加等を通

技術やノウハ

 

度の向上 

の反映 

、⽔道に対す

に努めます。

査、⾒学会、

づくりを⾏っ

基づく更新

⼿法を活⽤し

よる更新費⽤

を策定します

全な財政状態

検、補修等の

命化を図りま

経営の効率化

を、アセット

る業務の点検

委託する⽅が

運転・維持管

るなどして、

通じて技術の

ハウを、後継

する理解を深

 

、出前講座等

っていきます
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し、⽔道施設

⽤の抑制を図

す。今後集中し

態の維持に努

の維持管理を

ます。 

化、経費縮減

マネジメン

検・整理、現

が効率的と判

管理に関する

施設管理・

の研鑽を図る

職員に継承

深め、関⼼を

等の機会を通

す。 

 

設に対する延

りながら、財

して⽣じる更

努めます。 

を適正化する

減に努めると

トの⼿法を活

現在委託して

断されるもの

る情報を蓄積

運転管理体制

ると共に、熟

し今後も安定

を⾼めていた

通じて、皆様

延命化措置や

財政シミュレ

更新需要に対

ると共に、必

共に、⽔道料

活⽤しながら

ている業務に

のについては

積・体系化し

制の充実を図

熟練職員が持

定した運転管

ただくことが

様の貴重な意

第６章 実現

や施設規模適

レーションの

対しては、平

必要な耐震補

料⾦（料⾦⽔

ら進めていき

に対する効果

は、⺠間事業

し、情報管理

図ります。 

持っている⻑

管理を持続で

ができるよう

意⾒や要望等

現方策 

適正化

の検討

準化、

補強対

⽔準）

きます。 

果の検

業者等

理シス

⻑年の

できる

う、広

等が届



 

 

（５） 

○⽔源

・良好

保全

・有効

貴重

・省エ

それ

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

環境保全へ

源の保全、⽔

好な⽔源⽔質

全対策を強化

効率の向上対

重な⽔資源の

エネ機器、⾼

れにより電⼒

の取り組み 

⽔利⽤効率の

質を保持して

化します。 

対策として、

の有効活⽤に

⾼効率機器等

⼒消費量を削

の向上、エネ

ていくため、

、漏⽔調査を

に努めます。

等を積極的に

削減し、地球

図－25
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ネルギー利⽤

、⽔源に対す

を積極的に⾏

 

に採⽤するな

球温暖化ガス

5 持続に関

 

⽤の効率化

する定期的な

⾏うと共に、

など、省エネ

ス（⼆酸化炭

関する施策 

な巡視監視を

必要な管路

ネルギー対策

炭素）の排出

第６章 実現

を⾏うなどの

路更新を推進

策を推進しま

量を抑制し

現方策 

の⽔源

進し、

ます。

ます。 



 

 

４．

 

【安

⽅策を
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

実現方策

安全】、【強靭

を整理すると

（まとめ）

靭】、【持続】

と、以下のと

図－26

 

】それぞれに

とおりとなり

施策の体系

 

40 

について、施

ります。 

系（基本施策

 

施策⽬標を達

策に対する実

達成するため

実現⽅策） 

第６章 実現

めの具体的な

現方策 

な実現



 

簡易⽔

※  
   ■
   ○

環境保
み

⽔質管
底

保安・
化

災害等
ステム

⽔源の

施設事
対策の

危機管

⽔道施
新

安定経

利⽤者

第７
 

本

⽰しま

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

施策⽬標

[
[
[
[
[
[
[
[
[
[
[
[
[
[
[
[
[
[
[
[
[
[
[

⽔道事業の統合 [
[
[
[
[
[
[
[
[
[
[
[
[
[

  ：実施
■   ：計画策定・
○   ：対策の必要

保全への取り組

管理の強化・徹

防犯対策の強

等に強い⽔道シ
ム構築

の保全

事故・管路事故
の強化

管理体制の強化

施設の計画的更

経営の持続

者満⾜度の向上

７章 施

ビジョンの計

ます。 

[定期的な巡視点検
[定期的な⽔質検査
[指標菌（⼤腸菌等
[紫外線処理等の導
[⽔安全計画の策定
[各⼯程における⽔
[設置者に対する衛
[巡視点検による監
[侵⼊防⽌設備、警
[耐震診断及び耐震
[重要管路の早期耐
[浸⽔に対するリス
[地震時の原⽔濁度
[バックアップシス
[⾮常⽤電源の更新
[保守点検等の予防
[⽼朽化施設の計画
[漏⽔調査等による
[⽼朽化管路の計画
[応急給⽔対策の強
[応急復旧対策の強
[連携・応援・協⼒
[⾮常時対応マニュ
[２３の簡易⽔道の
[⽔道施設に対する
[施設規模適正化に
[財政シミュレーシ
[⽔道料⾦の適正化
[⽔道事業の合理化
[⺠間委託範囲の拡
[運転・維持管理情
[⼈材の育成及び技
[広報活動の拡充]
[広聴活動の拡充]
[監視強化等の⽔源
[有効率向上対策の
[省エネルギー対策

・計画に基づき実施
要性を検討（必要に

施策の工程

計画期間であ

実現⽅策

検]
査の実施]
等）に対する監視の
導⼊検討]
定及び運⽤]
⽔質監視の強化]
衛⽣管理指導の強化
監視強化]
警報装置等の整備拡
震化対策の推進]
耐震化更新]
スク評価及び耐⽔化
度上昇への対応強化
ステムの評価及び強
新・整備]
防措置強化]
画的更新]
る損傷箇所の早期発
画的更新]
強化]
強化]
⼒体制の構築]
ュアルの拡充]
の上⽔道への統合]
る延命化措置の推進
による更新費⽤の抑
ションに基づく更新
化]
化促進]
拡⼤・適正化]
情報の蓄積・体系化
技術の継承]

源保全対策強化]
の推進]
策の推進]

施
に応じて実施）

程とフォ

ある平成 38

表－

 

41 

の徹底]

化]

拡充]

化対策の推進]
化]
強化]

発⾒]

進]
抑制]
新計画策定]

化]

ォローア

年度までに

－５ 施策の

第７章

前期
(平成29〜3

○
■

○
○

■
○
○

○

■

■
○
○
○

アップ 

に実施する施

の⼯程 

章 施策の工程

期
33年度)

策の⼯程につ

程とフォロー

後期
(平成34〜38年度

○

○
○

○
○

○

－

○
○
○

ついて、表－

アップ 

度)

－5 に



 

 

本

進捗状

しを⽴

があ

点検

能な限

検証

ことに

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

ビジョンで掲

状況、社会情

⽴てた上でそ

ります。 

検・検証の際

限り定量的に

（Ｃｈｅｃ

により、⽔道

掲げた⽬標を

情勢の変化、

その後の計画

際には、業務

に把握するこ

ｋ）⇒⾒直し

道事業のレベ

を実現するた

、利⽤者のニ

画に対する⾒

務指標（ＰＩ

ことが重要で

し（Ａｃｔ

ベルアップと

図－27 P
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ためには、⼀

ニーズ等の点

⾒直しを⾏い

Ｉ）*等を活⽤

です。また、

ｉｏｎ）のＰ

と⽬標の達成

DCA サイク

第７章

⼀定期間事業

点検・検証を

い、以降の事

⽤して事業の

計画（Ｐｌ

ＰＤＣＡサイ

成を図ってい

クルのイメー

章 施策の工程

業を進めた段

を⾏い、さら

事業実施につ

の進捗度や⽬

ａｎ）⇒実施

イクルを継続

いきます。 

ジ 

程とフォロー

段階で、各施

らに⻑期的な

つなげていく

⽬標の達成度

施（Ｄｏ）、確

続的に回して

アップ 

施策の

な⾒通

く必要

度を可

確認・

ていく



 

＜用
 

【あ

■ア

給

とそ

 

■塩

塩

する

に⽤

 

■応

地

状況

 

■応

地

るた

 

■⼤

県

に関

能検

り組

 

 

【か
■活

活

られ

澱、

等の

用語の解

あ】 

アセットマネ

給⽔サービス

そのための財

塩素消毒（え

塩素の強い殺

ると共に、所

⽤いられる浄

応急給⽔（お

地震、渇⽔、

況に応じて拠

応急復旧（お

地震等によ

ために破損部

⼤分県薬剤師

県⺠の健康

関する公益事

検査、⾷品の

組んでいる。

か】 
活性炭処理

活性炭は、⽊

れた⿊⾊、多

、ろ過の通常

の処理を⾏う

解説＞ 

ネジメント

スを継続して

財源を算定し

えんそしょう

殺菌作⽤によ

所定の残留塩

浄⽔処理プロ

おうきゅうき

、施設の事故

拠点給⽔､運

おうきゅうふ

り⽔道管等が

部分を復旧す

師会（おおい

・福祉の増進

事業を⾏って

の検査、緊急

。 

（かっせいた

⽊質（ヤシ殻

多孔性の炭素

常の浄⽔処理

う浄⽔処理プ

（あせっとま

ていくため、

し、⻑期的な

うどく） 

より微⽣物や

塩素を維持し

ロセス。 

きゅうすい）

故等により、

運搬給⽔及び仮

ふっきゅう）

が破損して給

すること。

いたけんやく

進に寄与する

ているほか、

急給⽔⾞や移

たんしょり）

殻、おが屑）

素質の物質。

理プロセスで

プロセス。
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まねじめんと

、必要な補修

な視点に⽴っ

や病原菌等を

し、送・配

 

、⽔道管によ

び仮設給⽔設備

 

給⽔ができな

くざいしかい

るため、医薬

、災害時にも

移動薬局（モ

 

、⽯炭等を原

。活性炭処理

では除去する

と） 

修、更新とい

って経営を⾏

を殺菌し、飲

・給⽔系統で

よる給⽔がで

備による給⽔

なくなった場

い） 

薬品の適正供

も対処できる

モバイルファ

原料として、

理は、その吸

ることができ

いった施設管

⾏っていくこ

飲料⽔として

での細菌汚染

できなくなっ

⽔等を⾏うこ

場合に、早期

供給、薬事衛

るように医薬

ァーマシー）

、炭化及び賦

吸着⼒を利⽤

きない異臭味

用語の

管理に必要な

こと。 

ての安全性を

染を予防する

った場合に、

こと。 

期に給⽔を再

衛⽣、公衆衛

薬品の備蓄、

の導⼊等に

賦活処理をし

⽤して、凝集

味原因物質、

の解説 

な費⽤

を確保

るため

被害

再開す

衛⽣等

放射

にも取

して造

集・沈

農薬



 

■稼

浄

的に

安定

 

■簡

計

簡易

る。

 

■簡

⽔

る⼀

に供

る⽔

もの

 

■緩

⽐

当た

 

■給

⽔

た区

 

■給

⽔

徴収

 

■給

給

勤者

稼働率（かど

浄⽔施設の施

に判断する指

定的な給⽔に

簡易⽔道事業

計画給⽔⼈⼝

易ということ

。 

簡易専⽤⽔道

⽔道事業の⽤

⼀⽇最⼤給⽔

供する⽔道か

⽔道から⽔の

のは除かれる

緩速ろ過（か

⽐較的清澄な

たり４〜５ｍ

給⽔区域（き

⽔道事業者が

区域。 

給⽔収益（き

⽔道事業会計

収する使⽤料

給⽔⼈⼝（き

給⽔区域内に

者や観光客は

どうりつ） 

施設能⼒に対

指標。数値が

に問題がある

業（かんいす

⼝が５，０

とではなく、

道（かんいせ

⽤に供する⽔

⽔量が２０m

から供給を受

の供給を受け

る。 

かんそくろか

な原⽔に対し

ｍのろ過速度

きゅうすいく

が厚⽣労働⼤

きゅうすいし

計における営

料のこと。通

きゅうすいじ

に居住し、⽔

は給⽔⼈⼝に

対する⼀⽇最

が⾼いほど施

るといえる。

すいどうじぎ

００⼈以下で

、計画給⽔⼈

せんようすい

⽔道及び専⽤

m3 を超える

受ける⽔のみ

けるために設

か） 

して、通常、

度でろ過する

くいき） 

⼤⾂の認可を

しゅうえき）

営業収益の⼀

通常、⽔道料

じんこう）

⽔道により給

には含まれな
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最⼤給⽔量の

施設が有効活

 

ぎょう） 

である⽔道に

⼈⼝の規模が

いどう） 

⽤⽔道（居住

⾃家⽤の⽔道

みを⽔源とす

設けられた貯

、普通沈澱池

る浄⽔処理プ

を受け、⼀般

 

⼀つで、公の

料⾦として収

給⽔を受けて

ない。 

の割合であり

活⽤されてい

によって⽔を

が⼩さいもの

住者１０１⼈

道）以外の⽔

するもの。た

貯⽔槽の有効

池で懸濁物質

プロセス。

般の需要者に

の施設として

収⼊となる収

ている⼈⼝を

り、⽔道施設

いるが、１０

を供給する⽔

のを簡易と規

⼈以上または

⽔道であって

ただし、⽔道

効容量の合計

質を沈澱除去

に応じて給⽔

ての⽔道施設

収益がこれに

をいう。給⽔

用語の

設の経済性を

００に近すぎ

⽔道事業。施

規定したもの

は⼈の⽣活に

て、⽔道事業

道事業の⽤に

計が１０m3以

去した後に、

⽔を⾏うこと

設の使⽤につ

にあたる。 

⽔区域外から

の解説 

を総括

ぎると

施設が

のであ

に供す

業の⽤

に供す

以下の

１⽇

ととし

ついて

らの通



 

■業

⽔

算定

 

■緊

地

れ、

バル

 

■ク

寄

こす

が、

てい

厚

１度

 

■計

事

施設

 

■減

企

いっ

めて

ので

産が

て計

て、

 

 

 

業務指標（ぎ

⽔道事業の運

定式により数

緊急遮断弁

地震や管路の

、⾃動的に⾃

ルブ。 

クリプトスポ

寄⽣性の原⾍

す病原微⽣物

、それ以降、

いる。 

厚⽣労働省で

度以下でのろ

計画⼀⽇最⼤

事業計画にお

設計画の基本

減価償却（げ

企業がものを

った資産は、

て⽀出される

では、財務上

が⽣み出す収

計上し、収益

、資産の⽬減

ぎょうむしひ

運営基盤の強

数値化し、そ

（きんきゅう

の破裂等の異

⾃重や重錘ま

ポリジウム

⾍であり、塩

物。⽔系感染

、汚染された

では、「⽔道に

ろ過⽔を管理

⼤給⽔量（け

おいて定める

本となる⽔量

げんかしょう

を作ったりサ

、⻑期間にわ

るが、費⽤が

上のバランス

収益のバラン

益を⽣み出す

減り分を費⽤

ひょう）＝Ｐ

強化を図るた

その運営状況

うしゃだんべ

異状を検知す

または油圧や

（くりぷとす

塩素等の薬剤

染することが

た⽔道⽔を原

におけるクリ

理するなどの

けいかくいち

る１年間で最

量。 

うきゃく）

サービスを提

わたって収益

が最初にまと

スがとれない

ンスを合わせ

すために資産

⽤として計上
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ＰＩ 

ため、⽔道事

況を客観的に

べん） 

するとロック

や圧縮空気を

すぽりじうむ

剤に強く、飲

が認識された

原因とする⼤

リプトスポリ

の対策を取る

ちにちさいだ

最も多くの給

提供したりす

益を⽣み出す

とめて計上さ

い。そこで、

せるため、収

産は⽬減りす

上するのが減

事業体が⾏っ

に評価するも

クやクラッチ

を利⽤して緊

む） 

飲⾷により⼈

たのは１９８

⼤規模な集団

リジウム等対

ることを求め

だいきゅうす

給⽔が発⽣す

するために購

す。取得費⽤

され、収益が

帳簿上では

収益が⽣じる

すると考える

減価償却であ

っている様々

もの。 

チ（動⼒伝達

緊急閉⽌でき

⼈に感染し腹

８０年代にな

団感染をたび

対策指針」を策

めている。 

すいりょう）

する⽇の給⽔

購⼊した機械

⽤は、通常取

がその後の⻑

は、取得した

る期間に合わ

る。このよう

ある。 

用語の

々な業務を⼀

達装置）が解

きる機能を持

腹痛、下痢等

なってからで

びたび引き起

策定し、濁度

 

⽔量。事業計

械、建物、⾞

取得した時に

⻑い期間に⽣

た資産の費⽤

わせて費⽤を

うな考え⽅に

の解説 

⼀定の

解除さ

持った

等を起

である

起こし

度０．

計画や

⾞両と

にまと

⽣じた

⽤と資

を分け

に⽴っ



 

■原

浄

川⽔

 

■更

⽔

り寿

の総

 

■固

⽔

費⽬

給⽔

れる

サー

るも

費の

 

 

【さ
■佐

環

くた

を図

指針

 

■佐

佐

調査

てい

 

原⽔（げんす

浄⽔処理する

⽔、湖沼⽔、

更新需要（こ

⽔道施設（構

寿命に到達す

総和をいう。

固定費（こて

⽔道料⾦を算

⽬の性質に応

⽔量の多寡に

る費⽤のうち

ービスの使⽤

ものを控除

の割合が⾼い

さ】 
佐伯市環境基

環境の保全、

ための計画で

図りつつ、佐

針を⽰すもの

佐伯市管⼯事

佐伯市内の管

査・研究、情

いる。 

すい） 

る前の⽔。⽔

、貯⽔池⽔が

こうしんじゅ

構造物、設備

する前に更新

。 

ていひ） 

算定する上で

応じて需要家

に関係なく⽔

ち、需要家費

⽤とは無関係

したもの。膨

い。 

基本計画（さ

、創造に関す

であり、国の

佐伯市総合計

の。 

事協同組合

管⼯事施⼯業

情報の提供

⽔道原⽔には

が、地下⽔に

ゅよう） 

備、管路等）

新を⾏う必要

で原価計算を

家費、固定費

⽔道施設を適

費（検針・集

係に、需要者

膨⼤な施設を

さいきしかん

する施策を中

の｢第三次環

計画の環境部

（さいきしか

業者が組織し

・共有化、⼈
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は、⼤別して

には伏流⽔、

）を健全に機

要がある。こ

を⾏うにあた

費及び変動費

適正に維持拡

集⾦関係費、

者の存在に伴

を保有・管理

んきょうきほ

中・⻑期的な

環境基本計画

部⾨の具体的

かんこうじき

している団体

⼈材の育成、

て地表⽔と地

井⽔等があ

機能させるた

この更新を⾏

たり、⽔道事

費に区分され

拡充していく

⽔道メータ

伴って必要と

理する⽔道事

ほんけいかく

な観点から総

画｣及び｢⼤分

的計画として

きょうどうく

体。設備の近

福利厚⽣対

地下⽔があり

ある。 

ためには、⻑

⾏う必要があ

事業の運営に

れる。そのう

くために、固

ター関係諸費

とされる固定

事業は、総費

く） 

総合的、体系

分県新環境基

て環境保全に

くみあい） 

近代化及び経

対策推進等の

用語の

り、地表⽔に

⻑期間の使⽤

ある量または

に要する費⽤

うち、固定費

固定的に必要

費等⽔道使⽤

定的経費）に

費⽤に占める

系的に推進し

基本計画｣との

に取り組む上

経営の合理化

の事業活動を

の解説 

には河

⽤によ

は費⽤

⽤は、

費は、

要とさ

⽤者の

に属す

る固定

してい

の整合

上での

推進、

を⾏っ



 

■佐

災

から

 

■残

配

めに

する

 

■紫

紫

トス

 

■事

⼤

（資

続計

⾏う

 

■指

災

体が

 

■受

配

に汲

 

■⼩

⽔

模貯

 

 

佐伯市地域防

災害対策基本

ら保護するこ

残留塩素（ざ

配⽔・給⽔管

には、消毒剤

るように義務

紫外線処理

紫外線を照射

スポリジウム

事業継続マネ

⼤規模な災害

資源の確保

計画（ＢＣ

う計画的かつ

指定避難場所

災害が発⽣

が指定した、

受⽔槽式給⽔

配⽔管によっ

汲み上げてか

⼩規模貯⽔槽

⽔道事業の⽤

貯⽔槽（貯⽔

防災計画（さ

本法及び佐伯

ことを⽬的と

ざんりゅうえ

管内に残留す

剤の残留が不

務付けられて

（しがいせん

射する浄⽔処

ム等の病原⽣

ネジメント

害時において

・配分、応援

Ｐ）を策定す

つ継続的なマ

所（していひ

した、または

、安全性等の

⽔（じゅすい

って運ばれた

から給⽔する

槽⽔道（しょ

⽤に供する⽔

⽔槽の容量が

さいきしちい

伯市防災会議

として策定さ

えんそ） 

する塩素。⽣

不可⽋であり

ている。 

んしょり）

処理プロセス

⽣物への対策

（じぎょうけ

て、応急業務

援体制の確⽴

すると共に、

マネジメント

ひなんばしょ

は発⽣するお

の⼀定の基準

いそうしきき

た⽔道⽔を、

る⽅式。 

ょうきぼちょ

⽔道または専

が１０m3 以
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いきぼうさい

議条例に基づ

される、防災

⽣物再増殖を

り、衛⽣上の

ス。紫外線の

策として導⼊

けいぞくまね

務や優先度の

⽴、指揮命令

、事業継続能

ト活動。 

ょ） 

おそれがある

準を満たす施

きゅうすい）

、いったん受

ょすいそうす

専⽤⽔道から

以下）を有す

いけいかく）

づき、市⺠の

災⾏政全般に

を防⽌し、微

の措置として

の殺菌・不活

⼊される。

ねじめんと）

の⾼い業務を

令系統の明確

能⼒を最⼤限

る場合に、そ

施設または場

 

受⽔槽で受け

すいどう）

ら供給を受け

る施設。 

 

の⽣命、⾝体

に関する計画

微⽣物的安全

１㍑中に０

活化作⽤を利

＝ＢＣＭ 

を継続するた

確化等）を盛

限発揮するた

その危険から

場所。 

け、ポンプを

ける⽔のみを

用語の

体及び財産を

画。 

全性を確保す

．１mg 以上

利⽤して、ク

ために必要な

盛り込んだ事

ために平常時

ら逃れるため

を使って⾼置

を⽔源とする

の解説 

を災害

するた

上確保

クリプ

な事項

事業継

時より

め⾃治

置⽔槽

る⼩規



 

■上

計

 

■除

⽔

また

ン量

以下

理、

 

■新

⽔

道

「新

後の

関係

 

■⽔

取

伏流

 

■⽔

⽔

 

■⽔

厚

⼈以

 

■⽔

導⽔

基準

上⽔道（じょ

計画給⽔⼈⼝

除鉄・除マン

⽔中に鉄が多

た、マンガン

量の 300〜

下、０．０５

、マンガン接

新⽔道ビジョ

⽔道を取り巻

ビジョン（平

新⽔道ビジョ

の将来を⾒据

係者の役割分

⽔源（すいげ

取⽔する地点

流⽔がある。

⽔質基準（す

⽔道法により

⽔道事業（す

厚⽣労働⼤⾂

以上の⽔道に

⽔道施設設計

（公社）⽇本

⽔施設、浄⽔

準が⽰された

ょうすいどう

⼝５，００１

ンガン（じょ

多量に含まれ

ンが多量に含

〜400 倍の⾊

５mg 以下と

接触ろ過、⽣

ョン（しんす

巻く環境の⼤

平成１６年策

ョン」が公表

据え、⽔道の

分担等が提⽰

げん） 

点の⽔。⽔源

。 

すいしつきじ

り⽔道⽔に対

すいどうじぎ

⾂の認可を受

により⽔を供

計指針（すい

本⽔道協会に

⽔施設、送⽔

たものであり

う） 

１⼈以上の⽔

ょてつ・じょ

れていると、

含まれている

⾊度となって

とすることが

⽣物処理等が

すいどうびじ

⼤きな変化に

策定、平成２

表された。こ

の理想像と共

⽰されている

源の種類には

じゅん） 

対して定めら

ぎょう） 

受けて経営さ

供給する事業

いどうしせつ

により、⽔道

⽔施設、配⽔

り、最近では
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⽔道。⽔道法

ょまんがん）

異臭味や⾐

ると、塩素消

て着⾊する。

が規定されて

が⽤いられる

じょん） 

に対応するた

２０年改訂）」

この「新⽔道

共に、取り組み

る。 

は、河川表流

られた法的基

される、⼀般

業。 

つせっけいし

道事業等にお

⽔施設及び給

は平成２４年

法には規定さ

 

⾐類、陶器等を

消毒の際に遊

⽔道⽔では

おり、処理⽅

る。 

ため、厚⽣労

」を全⾯的に

道ビジョン」

みの⽬指すべ

流⽔、湖沼⽔

基準のことを

般の需要に応

ししん） 

おける⽔道施

給⽔装置）の

年に改定され

されていない

を⾚褐⾊に汚

遊離残留塩素

はそれぞれ１

⽅法としては

労働省により

に⾒直し、平

では、５０

べき⽅向性と

⽔、ダム⽔、

をいう。 

応じて計画給

施設（取⽔施

の計画、設計

れた。 

用語の

い慣⽤的な⽤

汚す原因とな

素によってマ

㍑中に０．

は、酸化によ

りこれまでの

平成２５年３

０年後、１０

とその実現⽅

地下⽔、湧

給⽔⼈⼝が１

施設、貯⽔施

計に関する技

の解説 

語。 

なる。

マンガ

３mg

よる処

の「⽔

３⽉に

００年

⽅策、

湧⽔、

１０１

施設、

技術的



 

■⽔

明

法律

善に

 

■浅

⽔

技術

 

■総

タン

定さ

 

 

【た
■第

ま

基本

画）

され

基

て平

し

 

■耐

ダ

ン管

 

■耐

⽔

⽔道法（すい

明治２３年に

律。清浄、豊

に寄与するこ

浅層埋設（せ

⽔道管、ガス

術⽔準の向上

総トリハロメ

４種類のトリ

ン、ブロモホ

されている。

た】 
第１次佐伯市

まちの将来像

本構想、基本

）、及び基本

れている。 

基本構想は平

平成２５年度

・改訂してい

耐震管（たい

ダクタイル鋳

管（融着継⼿

耐震設計基準

⽔道施設の耐

いどうほう）

に制定された

豊富、低廉な

ことを⽬的と

せんそうまい

ス管、下⽔管

上等を受けて

メタン（そう

リハロメタン

ホルム）の量

。 

市総合計画

像やまちづく

本構想で⽰さ

本計画で⽅向

平成２０年度

度から平成

いる。 

いしんかん）

鋳鉄管（離脱

⼿）等の耐震

準（たいしん

耐震設計・施

 

た⽔道条例に

な⽔の供給を

とする。 

いせつ） 

管等の埋設深

て、コスト縮

うとりはろめ

ン（クロロホ

量を合計した

（だいいちじ

くりの基本理

された都市像

向付けられた施

度から平成２

２９年度の５

 

脱防⽌機能付

震型継⼿を有

んせっけいき

施⼯を⾏うた
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に代わる⽔道

を図ることに

深さを従来の

縮減等を⽬的

めたん） 

ホルム、ジブ

たもの。基準

じさいきしそ

理念等、本市

像を実現する

施策を具体的

２９年度の１

５年間とし、

付き継⼿）、鋼

有する管。

きじゅん）

ための基準。

道法制として

により、公衆

の深さより浅

的として道路

ブロモクロロ

準値は、毒性

そうごうけい

市のまちづく

るための施策

的な事業とし

１０年間、基

実施計画は

鋼管（溶接継

平成 20 年

て、昭和３２

衆衛⽣の向上

浅くすること

路埋設基準が

ロメタン、ブ

性及び発がん

いかく） 

くり全般の基

策を定める⻑

して実現する

基本計画は後

は３年間の計

継⼿）及び⽔

4 ⽉に、⽔道

用語の

２年に制定さ

上と⽣活環境

と。管路等に

が緩和された

ブロモジクロ

ん性を考慮し

基本事項を⽰

⻑期計画（基

る実施計画で

後期基本計画

計画を毎年度

⽔道⽤ポリエ

道施設の技術

の解説 

された

境の改

に係る

。 

ロロメ

して設

⽰した

基本計

で構成

画とし

度⾒直

エチレ

術的基



 

準を

定さ

解説

 

■ダ

施

 

■濁

⽔

上の

を⽰

 

■中

⽔

して

 

■直

給

る⽅

 

■独

⼀

経費

 

 

【は
■配

給

容量

配⽔

て定

を定める省令

された。この

説 2009 年版

ダウンサイジ

施設・設備の

濁度（だくど

⽔の濁りの程

の最も重要な

⽰すものとし

中央監視シス

⽔の処理及び

て中央監視室

直結式給⽔

給⽔装置の末

⽅式。 

独⽴採算（ど

⼀般会計から

費は、原則と

は】 
配⽔池（はい

給⽔区域の需

量は、⼀定

⽔池より上流

定められる。

令（いわゆる

の規定に基づ

版」が改刊さ

ジング（だう

の規模や管路

ど） 

程度。⽔道に

な指標の⼀つ

して重要であ

ステム（ちゅ

び輸送プロセ

室に送信し集

（ちょっけつ

末端である給

どくりつさい

ら切り離され

として⽔道料

いすいち） 

需要量に応じ

している配⽔

流側の事故発

。 

る設計基準）

づき、（公社

されている。

うんさいじん

路⼝径を⼩さ

において、原

つである。ま

ある。 

ゅうおうかん

セスにおいて

集中管理する

つしききゅう

給⽔栓まで、

いさん） 

れた企業会計

料⾦等の収⼊

じて適切な配

⽔池への流⼊

発⽣時にも給

50 

）が改正され

社）⽇本⽔道

 

んぐ） 

さくすること

原⽔濁度は浄

また、給⽔栓

んししすてむ

て⾃動計測し

るシステム。

うすい） 

、貯⽔槽を経

計原則に基づ

⼊で賄う会計

配⽔を⾏うた

⼊量と時間変

給⽔を維持す

れ、⽔道施設

道協会により

と。 

浄⽔処理に⼤

栓中の濁りは

む） 

したデータを

 

経由せず配⽔

づき、税⾦を

計制度。 

ために、浄⽔

変動する給⽔

するための容

設が保持すべ

、「⽔道施設

⼤きな影響を

は、給・配⽔

を、無線や専

⽔管の⽔圧を

を使わず、⽔

⽔を⼀時貯え

⽔量との差を

容量及び消⽕

用語の

べき耐震性能

設耐震⼯法指

を与え、浄⽔

⽔施設や管の

専⽤回線等を

を利⽤して給

⽔道事業に必

える池。配⽔

を調整する容

⽕⽤⽔量を考

の解説 

能が規

指針・

⽔管理

の異常

を利⽤

給⽔す

必要な

⽔池の

容量、

考慮し



 

■P

ポ

原⽔

 

■⾮

電

発電

給が

信及

 

■包

受

を⼀

 

■法

課

に定

 

 

【ま
■前

主

 

■膜

浄

⽔中

 

■⽔

Ｗ

ステ

導⼊

PAC（パック

ポリ塩化アル

⽔中の懸濁物

⾮常⽤⾃家発

電⼒会社から

電設備で、使

が途絶えた時

及び監視制御

包括委託（ほ

受託業者が、

⼀括して委託

法定耐⽤年数

課税の公平性

定められた、

ま】 
前処理（まえ

主要な浄⽔処

膜ろ過（まく

浄⽔処理⽤に

中の不純物質

⽔安全計画

ＷＨＯ（世界

テムを構築す

⼊し、⽔源か

ク） 

ルミニウムの

物を沈澱しや

発電設備（ひ

ら供給を受け

使⽤機関は主

時や、受変電

御設備等への

ほうかついた

、業務の効率

託すること。

数（ほうてい

性を図るため

、税法におけ

えしょり） 

処理プロセス

くろか） 

に装置化され

質を分離除去

（みずあんぜ

界保健機関）

するための計

から給⽔栓に

の略称。196

やすく、また

ひじょうよう

ける電⼒とは

主にディーゼ

電設備の故障

の最⼩保安電

たく） 

率化や費⽤低

 

いたいようね

めに設けられ

ける減価償却

スの処理効果

れた膜（精密

去し、清澄な

ぜんけいかく

）が提唱する

計画。⾷品製

に⾄る各段階
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0 年代、⽇本

たろ過池での

うじかはつで

は別に、事業

ゼルかガスタ

障時等の⾮常

電⼒を確保す

低減等の効果

ねんすう）

れた基準（減

却資産の耐⽤

果を⾼めるた

密ろ過膜、限

なろ過⽔を得

く） 

る安全な⽔の

製造分野で確

階で危害評価

本で開発され

の捕捉を容易

でんせつび）

業所内で必要

タービンであ

常⽤電源とし

するために設

果を得られる

減価償却資産

⽤年数。 

ためにその前

限外ろ過膜、

得る浄⽔処理

の供給を確実

確⽴されてい

価と危害管理

れた無機⾼分

易にするため

 

要な電⼒を⾃

ある。電⼒会

して、照明、

設置する。 

るよう、関連

産の耐⽤年数

前段で⾏う浄

ナノろ過膜

理プロセス。

実に⾏うこと

いる衛⽣管理

理を⾏うこと

用語の

分⼦凝集剤で

めに⽤いられ

⾃前で賄うた

会社からの電

換気、消⽕

連する複数の

数等に関する

浄⽔処理プロ

膜等）を使⽤

 

とができる⽔

理⼿法の考え

とが特徴的。

の解説 

あり、

れる。 

ための

電源供

⽕、通

の業務

省令）

ロセス。 

⽤して

⽔道シ

え⽅を

厚⽣



 

労働

 

 

【や
■有

有

⽔量

通

 

■有

配⽔

 

■有

有

対

 

 

【ら
■ラ

⽔

供給
 
 

 

働省より平成

や】 
有効率（ゆう

有効⽔量（メ

量等、使⽤上

して給⽔され

有収⽔量（ゆ

⽔量のうち、

有収率（ゆう

有収⽔量（料

して、料⾦徴

ら】 
ライフライン

⽔道、電気、

給する施設ま

成 20 年度に

うこうりつ）

メーターで計

上有効と⾒ら

れる⽔量が有

ゆうしゅうす

、漏⽔や消⽕

うしゅうりつ

料⾦徴収の対

徴収の対象と

ン（らいふら

、ガス等、市

または機能の

にガイドライ

 

計量された⽔

られる⽔量）

有効に使⽤さ

すいりょう）

⽕⽤⽔として

つ） 

対象となった

となった⽔量

らいん） 

市⺠⽣活に必

のことで、こ
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インが⽰され

⽔量、需要者

）を給⽔量で

されているか

 

て失われるこ

た⽔量）を給

量の割合。

必要不可⽋な

これらに通信

れている。 

者に到達した

で除したもの

かどうかを⽰

ことなく、料⾦

給⽔量で除し

なものをネッ

信や輸送を加

たと認められ

の。⽔道施設

⽰す指標。 

⾦徴収の対象

したもの。供

ットワーク

加える場合も

用語の

れる⽔量、事

設及び給⽔装

象となった⽔

供給した配⽔

（ライン）に

もある。 

の解説 

事業⽤

装置を

⽔量。 

⽔量に

により


